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Ⅰ 概 況 

～ 減少幅に縮小みられる事業所数、年間商品販売額 ～ 

商　　　業　　　計 卸　　　売　　　業 小　　　売　　　業

事 業 所 数 ２　万　８６４４　事業所 ５４０７　事業所 ２　万　３２３７　事業所

年 間 商 品 販 売 額 ４　兆　７２０６　億円 ２　兆　６４１９　億円 ２　兆　７８８　億円

従 業 者 数 １７　万　１５８６　人 ４　万　２０３３　人 １２　万　９５５３　人  

注１）　平成１１年調査において、事業所の補そくを行っており、前回比については時系列を考慮したもので算出している。

注２）　従業者数は、個人事業主、無給の家族従業者、有給役員、常用雇用者の計をいう。

[商業計]　事業所数、年間商品販売額、従業者数の前回比推移
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 平成１６年６月１日現在で実施した商業統計調査における、卸売・小売業の事業所数は２万    

８６４４事業所（前回（平成１４年）比▲３.９％）、年間商品販売額は４兆７２０６億円（同▲３．６％）、

従業者数は１７万１５８６人（同▲４.０％）、就業者数（派遣・下請出向者を含む。以下同じ。）は 

１８万１２８人（同▲３.１％）であった。事業所数、年間商品販売額はともに平成６年調査以降減少

が続いているものの、減少幅は縮小している。 

 

＜総括表＞事業所数、年間商品販売額、従業者数、就業者数の推移 

前 回 比 前 回 比 前 回 比 前 回 比

60 年 /57 年 63 年 /60 年 3 年 /63 年 6 年 /3 年

事業所 ％ ％ 事業所 ％ ％ 事業所 ％ ％ 事業所 ％ ％
合 計 36 174 100.0 ▲ 4.4  35 998 100.0 ▲ 0.5  36 404 100.0 1.1  33 864 100.0 ▲ 7.0
卸 売 業 5 749 15.9 ▲ 1.8  6 197 17.2 7.8  6 640 18.2 11.8  6 204 18.3 ▲ 6.6
小 売 業 30 425 84.1 ▲ 4.9  29 801 82.8 ▲ 2.1  29 764 81.8 ▲ 1.1  27 660 81.7 ▲ 7.1

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％
合 計 4 417 864 100.0 9.7 5 018 163 100.0 13.6 6 286 008 100.0 25.3 6 227 167 100.0 ▲ 0.9
卸 売 業 2 814 500 63.7 10.4 3 215 246 64.1 14.2 4 150 822 66.0 29.7 3 941 760 63.3 ▲ 5.0
小 売 業 1 603 364 36.3 8.4 1 802 917 35.9 12.4 2 135 185 34.0 17.4 2 285 407 36.7 7.0

人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％
合 計  154 046 100.0 ▲ 2.2  164 033 100.0 6.5  174 515 100.0 6.4  175 389 100.0 0.5
卸 売 業  43 820 28.4 ▲ 5.2  46 717 28.5 6.6  53 885 30.9 17.5  51 717 29.5 ▲ 4.0
小 売 業  110 226 71.6 ▲ 1.0  117 316 71.5 6.4  120 630 69.1 2.0  123 672 70.5 2.5

人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％
合 計 - - - - - - - - - - - -
卸 売 業 - - - - - - - - - - - -
小 売 業 - - - - - - - - - - - -

㎡ ％ ㎡ ％ ㎡ ％ ㎡ ％
小 売 業 1 669 705 - ▲ 5.5 1 761 068 - 5.5 1 967 817 - 11.7 2 103 387 - 6.9

　注１）平成３年の数値は、平成６年の産業分類改訂に伴い新分類に対応可能となるよう再集計した数値であり、前回比とは一致しない。

　注２）平成１１年調査において事業所の捕捉等を行っており、平成１１年の前回比については時系列を考慮したもので算出している。

　注３）表頭中の各年の（　）内は、各調査年の実施日である。

　注４）就業者数は、従業者数に臨時雇用者及び出向・派遣受入者を加えたもの（就業者数は平成１１年から調査）。
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 卸売業、小売業別にみると、卸売業の事業所数は５４０７事業所（前回比０.３％）と微増したが、

年間商品販売額は２兆６４１９億円（同▲４.０％）で平成６年調査以降５調査連続の減少、従業者数

は４万２０３３人（同▲４.０％）、就業者数は４万３８０２人（同▲５．２％）であった。 

 小売業の事業所数は２万３２３７事業所（同▲４.８％）と昭和６０年調査以降８調査連続の減少、

年間商品販売額は２兆７８８億円（同▲３.１％）と年間での販売額調査開始（昭和３３年）後､初めて

減少となった平成１１年調査以降３調査連続の減少､従業者数は１２万９５５３人(同▲４.０％)、就業

者数は１３万６３２６人（同▲２.４％）であった。 

[卸売業]　事業所数、年間商品販売額、従業者数の前回比推移
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昭和６０年 ６３年 平成３年 ６年 ９年 １１年 １４年 １６年

%
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←年間商品販売額

←従業者数

事業所数
↓

注１）　平成１１年調査において、事業所の補そくを行っており、前回比については時系列を考慮したもので算出している。

注２）　従業者数は、個人事業主、無給の家族従業者、有給役員、常用雇用者の計をいう。

[小売業]　事業所数、年間商品販売額、従業者数の前回比推移

▲ 20
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↑
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←年間商品販売

従業者数
↓

%

▲３．１％

▲４．０％
▲４．８％

前 回 比 前 回 比 前 回 比 前 回 比

9 年 /6 年 11 年 /9 年 14 年 /11 年 16 年 /14 年

事業所 ％ ％ 事業所 ％ ％ 事業所 ％ ％ 事業所 ％ ％
 32 485 100.0 ▲ 4.1  32 036 100.0 ▲ 7.4  29 802 100.0 ▲ 7.0  28 644 100.0 ▲ 3.9
 5 823 17.9 ▲ 6.1  6 177 19.3 ▲ 4.0  5 392 18.1 ▲ 12.7  5 407 18.9 0.3

 26 662 82.1 ▲ 3.6  25 859 80.7 ▲ 8.1  24 410 81.9 ▲ 5.6  23 237 81.1 ▲ 4.8
百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

6 039 323 100.0 ▲ 3.0 5 483 641 100.0 ▲ 14.7 4 898 557 100.0 ▲ 10.7 4 720 635 100.0 ▲ 3.6
3 642 246 60.3 ▲ 7.6 3 301 676 60.2 ▲ 16.6 2 753 139 56.2 ▲ 16.6 2 641 859 56.0 ▲ 4.0
2 397 077 39.7 4.9 2 181 966 39.8 ▲ 11.8 2 145 418 43.8 ▲ 1.7 2 078 776 44.0 ▲ 3.1

人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％
 176 035 100.0 0.4  180 321 100.0 ▲ 3.1  178 744 100.0 ▲ 0.9  171 586 100.0 ▲ 4.0
 48 718 27.7 ▲ 5.8  50 483 28.0 ▲ 5.5  43 768 24.5 ▲ 13.3  42 033 24.5 ▲ 4.0

 127 317 72.3 2.9  129 838 72.0 ▲ 2.2  134 976 75.5 4.0  129 553 75.5 ▲ 4.0
人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％
- - -  189 780 100.0 -  185 972 100.0 ▲ 2.0  180 128 100.0 ▲ 3.1
- - -  53 444 28.2 -  46 226 24.9 ▲ 13.5  43 802 24.9 ▲ 5.2
- - -  136 336 71.8 -  139 746 75.1 2.5  136 326 75.1 ▲ 2.4

㎡ ％ ㎡ ％ ㎡ ％ ㎡
2 279 467 - 8.4 2 320 427 - ▲ 1.1 2 631 817 - 13.4 2 675 924 - 1.7

平成９年　（６月１日） 平成１１年　（７月１日） 平成１４年　（６月１日）

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

平成１６年　（６月１日）

実数 構成比

％
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Ⅱ 卸売業 

～ 事業所数は微増、販売額、従業者数、就業者ともに減少幅は縮小 ～ 

 

１ 事業所数 

～ ７業種で増加、８業種は減少 ～ 

 平成１６年調査における福島県の卸売業の事業所数は、５４０７事業所で、商業事業所の１８．９％

を占めている。卸売業の事業所数は平成６年調査以降減少していたが、前回比０.３％と微増した。 

 

（１）業種別の事業所数 

  ① 業種別にみると、「建築材料卸売業」（７７６事業所、構成比１４．４％）、「食料・飲料卸売業」

（７４２事業所、同１３．７％）、「農畜産物・水産物卸売業」（７０１事業所、同１３．０％）、

「一般機械器具卸売業」（５１６事業所、同９．５％）で、これら上位４業種で卸売業全体の５

割強を占めている。その他の業種については、前回調査と比べ構成比の順位に大きな変動は見ら

れない。 

 

[卸売業] 事業所数の業種別構成比(平成１６年) 

14.4 13.7 13.0 9.5 5.8 5.2 4.8 4.7 4.3 24.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年卸売業

建築材料 食料・飲料 農畜産物・水産物 一般機械器具
電気機械器具 自動車 医薬品・化粧品等 家具・建具・じゅう器等

鉱物・金属材料 上記以外の卸売業

事業所数
（5,407事業所）

[卸売業] 業種別事業所数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 5,392 5,407 100.0 100.0 0.3
各種商品卸売業 19 21 0.4 0.4 10.5
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） 21 26 0.4 0.5 23.8
衣服・身の回り品卸売業 136 156 2.5 2.9 14.7
農畜産物・水産物卸売業 651 701 12.1 13.0 7.7
食料・飲料卸売業 749 742 13.9 13.7 ▲ 0.9
建築材料卸売業 779 776 14.4 14.4 ▲ 0.4
化学製品卸売業 163 165 3.0 3.1 1.2
鉱物・金属材料卸売業 223 230 4.1 4.3 3.1
再生資源卸売業 172 166 3.2 3.1 ▲ 3.5
一般機械器具卸売業 526 516 9.8 9.5 ▲ 1.9
自動車卸売業 298 279 5.5 5.2 ▲ 6.4
電気機械器具卸売業 328 313 6.1 5.8 ▲ 4.6
その他の機械器具卸売業 148 182 2.7 3.4 23.0
家具・建具・じゅう器等卸売業 295 255 5.5 4.7 ▲ 13.6
医薬品・化粧品等卸売業 264 259 4.9 4.8 ▲ 1.9
他に分類されない卸売業 620 620 11.5 11.5 0.0

事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ② 前回比をみると、「繊維品卸売業」が２３．８％、「その他の機械器具卸売業」が２３．０％、

「衣服・身の回り品卸売業」が１４．７％、「各種商品卸売業」が１０．５％など、１６業種中

７業種で増加となった。 

一方、「家具・建具・じゅう器等卸売業」が▲１３．６％、「自動車卸売業」が▲６．４％、 

   「電気機械器具卸売業」が▲４．６％など、８業種で減少した。 

[卸売業]　業種別事業所数（平成１４年、１６年）
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（２）従業者規模別の事業所数 

  ① 従業者規模別にみると、多いのは「５人～９人」規模（構成比２８．８％）、「３人～４人」規

模（同２５．２％）、「２人以下」規模（同２４．４％）、「10 人～19 人」規模（同１３．９％）

の順で、「小規模事業所（４人以下）」が卸売業全体の４９．７％、「中規模事業所（５人～99 人）」

が同様に５０．２％を占めている。 

  ② 前回比をみると、「２人以下」規模が１０．０％、「３人～４人」規模が３．３％、「20 人～29

人」規模が２．８％と増加したが、「100 人以上」規模が▲２５．０％など、他の規模は減少して

いる。 

 

[卸売業] 従業者規模別事業所数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　従　業　者　規　模 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 5,392 5,407 100.0 100.0 0.3
２　人　以　下 1,202 1,322 22.3 24.4 10.0

　３　人　～　　４　人 1,319 1,363 24.5 25.2 3.3
　５　人　～　　９　人 1,636 1,556 30.3 28.8 ▲ 4.9
１０　人　～　１９　人 817 752 15.2 13.9 ▲ 8.0
２０　人　～　２９　人 213 219 4.0 4.1 2.8
３０　人　～　４９　人 135 131 2.5 2.4 ▲ 3.0
５０　人　～　９９　人 58 55 1.1 1.0 ▲ 5.2

１００　人　以　上 12 9 0.2 0.2 ▲ 25.0
小 規 模 事 業 所 （ ４ 人 以 下 ） 2,521 2,685 46.8 49.7 6.5
中 規 模 事 業 所 （ ５ 人 ～ ９ ９ 人 ） 2,859 2,713 53.0 50.2 ▲ 5.1
大 規 模 事 業 所 （ １ ０ ０ 人 以 上 ） 12 9 0.2 0.2 ▲ 25.0

事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

（３）経営組織別の事業所数 

  ① 経営組織別の構成比をみると、法人事業所が８０．３％、個人事業所が１９．７％を占めてい

る。 

  ② 前回比をみると、法人事業所は▲０．５％と減少しているが、個人事業所は３．６％増加して

いる。 

 

[卸売業]  経営組織別事業所数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　経　　営　　組　　織 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 5,392 5,407 100.0 100.0 0.3
法　　　人 4,364 4,342 80.9 80.3 ▲ 0.5
個　　　人 1,028 1,065 19.1 19.7 3.6

事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

  ③ 業種別にみると、すべての業種で法人事業所の割合が高く、このうち、「鉱物・金属材料卸売

業」、「電気機械器具卸売業」、「化学製品卸売業」では、法人事業所の割合が９５％を超えている。 

   個人事業所の割合は、「再生資源卸売業」が４７．０％と、５割を下回ったものの、他の業種に

比べ引き続き高い割合となっている。 
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平成１４年
平成１６年

　

医薬品・化粧品等

他に分類されない卸売業

法　人　事　業　所
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[卸売業]　業種別にみた経営組織別事業所数の構成比（平成１４年、１６年）
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  ④ 業種別に前回比をみると、法人事業所では、「家具・建具・じゅう器等卸売業」、「医薬品・化

粧品等卸売業」など９業種で減少している。一方、個人事業所では、「各種商品卸売業」、「衣服・

身の回り品卸売業」など７業種で増加している。 

[卸売業] 業種別・経営組織別事業所数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

前回比(%) 前回比(%)

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年 平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 4,364 4,342 100.0 100.0 ▲ 0.5 1,028 1,065 100.0 100.0 3.6
各種商品卸売業 18 18 0.4 0.4 0.0 1 3 0.1 0.3 200.0
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） 16 20 0.4 0.5 25.0 5 6 0.5 0.6 20.0
衣服・身の回り品卸売業 108 121 2.5 2.8 12.0 28 35 2.7 3.3 25.0
農畜産物・水産物卸売業 472 483 10.8 11.1 2.3 179 218 17.4 20.5 21.8
食料・飲料卸売業 568 567 13.0 13.1 ▲ 0.2 181 175 17.6 16.4 ▲ 3.3
建築材料卸売業 639 631 14.6 14.5 ▲ 1.3 140 145 13.6 13.6 3.6
化学製品卸売業 153 157 3.5 3.6 2.6 10 8 1.0 0.8 ▲ 20.0

鉱物・金属材料卸売業 215 225 4.9 5.2 4.7 8 5 0.8 0.5 ▲ 37.5

再生資源卸売業 90 88 2.1 2.0 ▲ 2.2 82 78 8.0 7.3 ▲ 4.9
一般機械器具卸売業 495 488 11.3 11.2 ▲ 1.4 31 28 3.0 2.6 ▲ 9.7
自動車卸売業 259 251 5.9 5.8 ▲ 3.1 39 28 3.8 2.6 ▲ 28.2

電気機械器具卸売業 312 301 7.1 6.9 ▲ 3.5 16 12 1.6 1.1 ▲ 25.0

その他の機械器具卸売業 136 170 3.1 3.9 25.0 12 12 1.2 1.1 0.0
家具・建具・じゅう器等卸売業 198 174 4.5 4.0 ▲ 12.1 97 81 9.4 7.6 ▲ 16.5

医薬品・化粧品等卸売業 194 177 4.4 4.1 ▲ 8.8 70 82 6.8 7.7 17.1
他に分類されない卸売業 491 471 11.3 10.8 ▲ 4.1 129 149 12.5 14.0 15.5

業　　　　　種
平成１４年 平成１６年

構成比（％）
個人事業所

事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

法人事業所
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２ 年間商品販売額 

～ 前回比４．０％の減少 ～ 

 平成１６年調査における福島県の卸売業の年間商品販売額は、２兆６４１８億５８７１万円で、商業

事業所の５６．０％を占めている。卸売業の年間商品販売額は、平成６年以降減少が続いているものの、

前回比▲４．０％と、前回に比べ減少幅は縮小している。 

 

（１）業種別の年間商品販売額 

  ① 業種別にみると、「農畜産物・水産物卸売業」（６０４５億８８０２万円、構成比２２．９％）、

｢食料・飲料卸売業」(４５１４億４７６３万円、同１７.１％)、｢建築材料卸売業」(２５１９億

６４９０万円、同９．５％)で、これら上位３業種で卸売業全体の約５割を占めている。以下、「電

気機械器具卸売業」（２０７２億３７７６万円、同７．８％）、｢鉱物・金属材料卸売業｣（２０６

６億８６２０万円、同７．８％）、「医薬品・化粧品等卸売業」（１８１２億１７０６万円、同６．

９％）「一般機械器具卸売業」（１４３６億７４２１万円、同５．４％）、「自動車卸売業」（１１

５１億４７１０万円、同４．４％）の順となっている。 

 

[卸売業] 年間商品販売額の業種別構成比（平成１６年） 

22.9 17.1 9.5 7.8 7.8 6.9 5.4 4.4 18.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年卸売業

農畜産物・水産物 食料・飲料 建築材料
電気機械器具 鉱物・金属材料 医薬品・化粧品等

一般機械器具 自動車 上記以外の卸売業

年間商品販売額
（264,185,871万円）

[卸売業] 業種別年間商品販売額、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 275,313,893 264,185,871 100.0 100.0 ▲ 4.0
各種商品卸売業 1,304,268 1,361,588 0.5 0.5 4.4
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） 362,670 385,142 0.1 0.1 6.2
衣服・身の回り品卸売業 3,436,912 4,992,234 1.2 1.9 45.3
農畜産物・水産物卸売業 59,413,882 60,458,802 21.6 22.9 1.8
食料・飲料卸売業 45,982,076 45,144,763 16.7 17.1 ▲ 1.8
建築材料卸売業 33,041,869 25,196,490 12.0 9.5 ▲ 23.7
化学製品卸売業 6,468,846 6,689,550 2.3 2.5 3.4
鉱物・金属材料卸売業 20,472,541 20,668,620 7.4 7.8 1.0
再生資源卸売業 1,334,549 1,660,387 0.5 0.6 24.4
一般機械器具卸売業 15,366,370 14,367,421 5.6 5.4 ▲ 6.5
自動車卸売業 12,515,870 11,514,710 4.5 4.4 ▲ 8.0
電気機械器具卸売業 21,425,253 20,723,776 7.8 7.8 ▲ 3.3
その他の機械器具卸売業 6,359,387 8,232,414 2.3 3.1 29.5
家具・建具・じゅう器等卸売業 5,643,650 4,908,792 2.0 1.9 ▲ 13.0
医薬品・化粧品等卸売業 16,821,538 18,121,706 6.1 6.9 7.7
他に分類されない卸売業 25,364,212 19,759,476 9.2 7.5 ▲ 22.1

年　間　商　品　販　売　額　（万円）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ② 前回比をみると、「建築材料卸売業」が▲２３．７％、「他に分類されない卸売業」が▲２２．

１％、「家具・建具・じゅう器等卸売業」が▲１３．０％と２桁の減少となっているほか、「自動

車卸売業」が▲８．０％、「一般機械器具卸売業」が▲６．５％、「電気機械器具卸売業」が▲３．

３％）、「食料・飲料卸売業」が▲１．８％と、７業種で減少している。 

    一方、「衣服・身の回り品卸売業」が４５．３％、「その他の機械器具卸売業」が２９．５％、

「再生資源卸売業」が２４．４％など、９業種で増加している。 

[卸売業]　業種別年間商品販売額（平成１４年、１６年）

3,304

647

2,143

133

1,682

1,537

2,536

130

5,941

4,598

344

1,252

2,047

636

564

36

6,046

499

1,976

1,812

136

4,514

2,520

39

669

2,067

166

1,437

1,151

2,072

823

491
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繊維品

衣服・身の回り品

農畜産物・水産物

食料・飲料

建築材料

化学製品

鉱物・金属材料

再生資源

一般機械器具

自動車

電気機械器具

その他の機械器具

家具・建具・じゅう器等

医薬品・化粧品等

他に分類されない卸売業

平成１４年

平成１６年

（億円）
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（２）従業者規模別の年間商品販売額 

  ① 従業者規模別にみると、「５人～９人」規模(構成比２２.６％）と「10 人～19 人」規模（同２

２.５％）で卸売業全体の約５割を占めるなど、「中規模事業所（５人～99 人）」で卸売業全体の

約８割を占めている。 

  ② 前回比をみると、「中規模事業所」規模は引き続き減少となったものの、「小・大規模事業所」

は増加となっている。 

 

[卸売業] 従業者規模別年間商品販売額、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　従　業　者　規　模 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 27,531 26,419 100.0 100.0 ▲ 4.0
２　人　以　下 772 792 2.8 3.0 2.6

　３　人　～　　４　人 2,113 2,170 7.7 8.2 2.7
　５　人　～　　９　人 5,926 5,973 21.5 22.6 0.8
１０　人　～　１９　人 7,079 5,931 25.7 22.5 ▲ 16.2
２０　人　～　２９　人 3,931 3,501 14.3 13.3 ▲ 10.9
３０　人　～　４９　人 3,675 3,045 13.3 11.5 ▲ 17.2
５０　人　～　９９　人 2,629 2,820 9.5 10.7 7.2

１００　人　以　上 1,407 2,188 5.1 8.3 55.5
小 規 模 事 業 所 （ ４ 人 以 下 ） 2,885 2,962 10.5 11.2 2.7
中 規 模 事 業 所 （ ５ 人 ～ ９ ９ 人 ） 23,239 21,269 84.4 80.5 ▲ 8.5
大 規 模 事 業 所 （ １ ０ ０ 人 以 上 ） 1,407 2,188 5.1 8.3 55.5

年　間　商　品　販　売　額　（億円）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

（３）経営組織別の年間商品販売額 

  ① 経営組織別の構成比をみると、法人事業所が９８．７％、個人事業所が１．３％を占めている。 

  ② 前回比をみると、法人事業所は▲４．１％、個人事業所は▲０．３％とそれぞれ減少している。 

 

[卸売業]  経営組織別年間商品販売額、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　経　　営　　組　　織 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 27,531 26,419 100.0 100.0 ▲ 4.0
法　　　人 27,191 26,079 98.8 98.7 ▲ 4.1
個　　　人 341 340 1.2 1.3 ▲ 0.3

年　間　商　品　販　売　額　（億円）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

   

③ 業種別に前回比をみると、法人事業所では、「建築材料卸売業」、「他に分類されない卸売業」、

「家具・建具・じゅう器等卸売業」、「自動車卸売業」、「一般機械器具卸売業」、「電気機械器具卸

売業」、「食料・飲料卸売業」の７業種で減少、「衣服・身の回り品卸売業」、「その他の機械器具

卸売業」、「再生資源卸売業」、「医薬品・化粧品等卸売業」、「化学製品卸売業」、「農畜産物・水産

物卸売業」、「鉱物・金属材料卸売業」の７業種で増加した。個人事業所では、「化学製品卸売業」、

「電気機械器具卸売業」、「家具・建具・じゅう器等卸売業」、「自動車卸売業」、「食料・飲料卸売

業」、「一般機械器具卸売業」、「他に分類されない卸売業」、「その他の機械器具卸売業」の８業種

で減少、「鉱物・金属材料卸売業」、「再生資源卸売業」、「農畜産物・水産物卸売業」、「医薬品・

化粧品等卸売業」、「衣服・身の回り品卸売業」、「建築材料卸売業」の６業種で増加した。 
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 [卸売業] 業種別・経営組織別年間商品販売額、構成比（平成１４年、１６年） 

及び前回比（平成１６年） 

前回比(%) 前回比(%)

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年 平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 27,191 26,079 100.0 100.0 ▲ 4.1 341 340 100.0 100.0 ▲ 0.3
各種商品卸売業 X 135 X 0.5 X X 1 X 0.4 X
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） X 38 X 0.1 X X 1 X 0.2
衣服・身の回り品卸売業 338 493 1.2 1.9 45.9 6 6 1.7 1.8 7.8
農畜産物・水産物卸売業 5,839 5,934 21.5 22.8 1.6 103 112 30.1 32.9 9.0
食料・飲料卸売業 4,542 4,464 16.7 17.1 ▲ 1.7 56 51 16.4 14.9 ▲ 9.7
建築材料卸売業 3,253 2,468 12.0 9.5 ▲ 24.1 51 52 14.9 15.2 1.7
化学製品卸売業 643 666 2.4 2.6 3.6 4 2 1.1 0.7 ▲ 35.0
鉱物・金属材料卸売業 2,046 2,062 7.5 7.9 0.8 2 4 0.5 1.3 175.1
再生資源卸売業 126 157 0.5 0.6 24.6 7 9 2.2 2.6 20.6
一般機械器具卸売業 1,523 1,424 5.6 5.5 ▲ 6.5 14 13 4.1 3.7 ▲ 9.5
自動車卸売業 1,243 1,145 4.6 4.4 ▲ 7.9 8 6 2.4 1.8 ▲ 23.9
電気機械器具卸売業 2,136 2,068 7.9 7.9 ▲ 3.2 7 4 2.0 1.3 ▲ 35.1
その他の機械器具卸売業 632 820 2.3 3.1 29.7 4 4 1.2 1.0 ▲ 14.2
家具・建具・じゅう器等卸売業 548 479 2.0 1.8 ▲ 12.6 17 12 4.9 3.6 ▲ 26.9
医薬品・化粧品等卸売業 1,661 1,789 6.1 6.9 7.7 21 23 6.2 6.9 10.3
他に分類されない卸売業 2,495 1,937 9.2 7.4 ▲ 22.4 41 39 12.0 11.6 ▲ 3.9

業　　　　　種
平成１４年 平成１６年

構成比（％）
個人事業所

年　間　商　品　販　売　額　（億円）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

法人事業所

X
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３ 従業者数 

～ ６業種で増加、１０業種は減少 ～ 

 平成１６年調査における福島県の卸売業の従業者数は、４万２０３３人で、商業事業所の２４．５％

を占めている。卸売業の従業者数は平成６年以降減少が続いているものの、前回比▲４．０％と、前回

に比べ減少幅は縮小している。 

 

（１）業種別の従業者数 

  ① 業種別にみると、｢食料・飲料卸売業」（６６３２人、構成比１５．８％）、「農畜産物・水産物

卸売業」 (６５２５人、同１５.５％)、「建築材料卸売業」（４９３９人、同１１．８％）、「一般

機械器具卸売業」（３５２２人、同８．４％）で、これら上位４業種で卸売業全体の５割超を占

めている。以下、「自動車卸売業」（２９７４人、同７．１％）、「電気機械器具卸売業」（２７２

３人、同６．５％）、「医薬品・化粧品等卸売業」（２６２０人、同６．２％）、｢鉱物・金属材料

卸売業｣（１８５１人、同４．４％）、｢家具・建具・じゅう器等卸売業」（１３９９人、同３．３％）、

「その他の機械器具卸売業」（１３０８人、同３．１％）の順となっている。 

[卸売業] 従業者数の業種別構成比（平成１６年） 

15.8 15.5 11.8 8.4 7.1 6.5 6.2 4.4 24.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１６年卸売業

食料・飲料 農畜産物・水産物 建築材料
一般機械器具 自動車 電気機械器具

医薬品・化粧品等 鉱物・金属材料 上記以外の卸売業

従業者数
（４万２０３３人）

 

[卸売業] 業種別従業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 43,768 42,033 100.0 100.0 ▲ 4.0
各種商品卸売業 205 231 0.5 0.5 12.7
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） 105 97 0.2 0.2 ▲ 7.6
衣服・身の回り品卸売業 1,137 1,205 2.6 2.9 6.0
農畜産物・水産物卸売業 6,293 6,525 14.4 15.5 3.7
食料・飲料卸売業 6,768 6,632 15.5 15.8 ▲ 2.0
建築材料卸売業 5,446 4,939 12.4 11.8 ▲ 9.3
化学製品卸売業 1,101 1,133 2.5 2.7 2.9
鉱物・金属材料卸売業 2,087 1,851 4.8 4.4 ▲ 11.3
再生資源卸売業 916 982 2.1 2.3 7.2
一般機械器具卸売業 3,659 3,522 8.4 8.4 ▲ 3.7
自動車卸売業 3,017 2,974 6.9 7.1 ▲ 1.4
電気機械器具卸売業 2,747 2,723 6.3 6.5 ▲ 0.9
その他の機械器具卸売業 1,089 1,308 2.5 3.1 20.1
家具・建具・じゅう器等卸売業 1,646 1,399 3.8 3.3 ▲ 15.0
医薬品・化粧品等卸売業 2,629 2,620 6.0 6.2 ▲ 0.3
他に分類されない卸売業 4,923 3,892 11.2 9.3 ▲ 20.9

従　　業　　者　　数　　（人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ② 前回比をみると、「他に分類されない卸売業」が▲２０．９％、「家具・建具・じゅう器等卸売

業」が▲１５．０％、「鉱物・金属材料卸売業」が▲１１．３％と２桁の減少となっているほか、

「建築材料卸売業」が▲９．３％、「繊維品卸売業」が▲７．６％など、１０業種で減少してい

る。 

    一方、「その他の機械器具卸売業」が２０．１％、「各種商品卸売業」が１２．７％、「再生資

源卸売業」が７．２％など、６業種で増加している。 

[卸売業]　業種別従業者数（平成１４年、１６年）
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（２）経営組織別の従業者数 

  ① 経営組織別の構成比をみると、法人事業所が９３．４％、個人事業所が６．６％を占めている。 

  ② 前回比をみると、法人事業所は▲４．１％、個人事業所は▲１．５％とそれぞれ減少している。 

 

[卸売業]  経営組織別従業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　経　　営　　組　　織 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 43,768 42,033 100.0 100.0 ▲ 4.0
法　　　人 40,961 39,267 93.6 93.4 ▲ 4.1
個　　　人 2,807 2,766 6.4 6.6 ▲ 1.5

従　　業　　者　　数　　（人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ③ 業種別に前回比をみると、法人事業所では、「他に分類されない卸売業」、「家具・建具・じゅ

う器等卸売業」、「鉱物・金属材料卸売業」など１０業種で減少、「その他の機械器具卸売業」、「再

生資源卸売業」、「各種商品卸売業」など６業種で増加した。個人事業所では、「化学製品卸売業」、

「一般機械器具卸売業」、「電気機械器具卸売業」、「家具・建具・じゅう器等卸売業」など８業種

で減少し、「各種商品卸売業」、「鉱物・金属材料卸売業」、「衣服・身の回り品卸売業」、「医薬品・

化粧品等卸売業」など６業種で増加した。 

 [卸売業] 業種別・経営組織別従業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

前回比(%) 前回比(%)

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年 平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 40,961 39,267 100.0 100.0 ▲ 4.1 2,807 2,766 100.0 100.0 ▲ 1.5
各種商品卸売業 204 222 0.5 0.6 8.8 1 9 0.0 0.3 800.0
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） 95 87 0.2 0.2 ▲ 8.4 10 10 0.4 0.4 0.0
衣服・身の回り品卸売業 1,080 1,133 2.6 2.9 4.9 57 72 2.0 2.6 26.3
農畜産物・水産物卸売業 5,742 5,938 14.0 15.1 3.4 551 587 19.6 21.2 6.5
食料・飲料卸売業 6,282 6,172 15.3 15.7 ▲ 1.8 486 460 17.3 16.6 ▲ 5.3
建築材料卸売業 5,068 4,589 12.4 11.7 ▲ 9.5 378 350 13.5 12.7 ▲ 7.4
化学製品卸売業 1,073 1,117 2.6 2.8 4.1 28 16 1.0 0.6 ▲ 42.9
鉱物・金属材料卸売業 2,074 1,826 5.1 4.7 ▲ 12.0 13 25 0.5 0.9 92.3
再生資源卸売業 715 781 1.7 2.0 9.2 201 201 7.2 7.3 0.0
一般機械器具卸売業 3,535 3,436 8.6 8.8 ▲ 2.8 124 86 4.4 3.1 ▲ 30.6
自動車卸売業 2,923 2,890 7.1 7.4 ▲ 1.1 94 84 3.3 3.0 ▲ 10.6
電気機械器具卸売業 2,704 2,690 6.6 6.9 ▲ 0.5 43 33 1.5 1.2 ▲ 23.3
その他の機械器具卸売業 1,062 1,282 2.6 3.3 20.7 27 26 1.0 0.9 ▲ 3.7
家具・建具・じゅう器等卸売業 1,450 1,238 3.5 3.2 ▲ 14.6 196 161 7.0 5.8 ▲ 17.9
医薬品・化粧品等卸売業 2,426 2,395 5.9 6.1 ▲ 1.3 203 225 7.2 8.1 10.8
他に分類されない卸売業 4,528 3,471 11.1 8.8 ▲ 23.3 395 421 14.1 15.2 6.6

業　　　　　種
平成１４年 平成１６年

構成比（％）
個人事業所

従　　業　　者　　数　　（人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

法人事業所

 

 

（３）１事業所当たりの従業者数 

  卸売業の１事業所当たりの従業者数は７．８人であった。 

  業種別にみると、「各種商品卸売業」１１．０人、「自動車卸売業」１０．７人、「医薬品・化粧品

等卸売業」１０．１人の順となっている。 

[卸売業]　業種別にみた１事業所当たりの従業者数
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４ 就業者数 

～ ８業種で増加、８業種は減少 ～ 

 平成１６年調査における福島県の卸売業の就業者数（派遣・下請出向者を含む。以下同じ。）は、４

万３８０２人で、商業事業所の２４．９％を占めている。卸売業の就業者数は前回に続き減少している

ものの、前回比▲５．２％と、前回に比べ減少幅は縮小している。 

 

（１）業種別の就業者数 

  ① 業種別にみると、｢食料・飲料卸売業」（６９５７人、構成比１５．９％）、「農畜産物・水産物

卸売業」 (６９３０人、同１５.８％)、「建築材料卸売業」（５１２７人、同１１．７％）、「一般

機械器具卸売業」（３５９０人、同８．２％）で、これら上位４業種で卸売業全体の５割超を占

めている。以下、「自動車卸売業」（３０２２人、同６．６％）、「電気機械器具卸売業」（２８５

７人、同６．１％）、「医薬品・化粧品等卸売業」（２７１２人、同５．８％）、｢鉱物・金属材料

卸売業｣（１９７６人、同４．６％）、｢家具・建具・じゅう器等卸売業」、「衣服・身の回り品卸

売業」の順となっている。 

[卸売業] 就業者数の業種別構成比（平成１６年） 

15.9 15.8 11.7 8.2 6.9 6.5 6.2 4.5 24.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年卸売業

食料・飲料 農畜産物・水産物 建築材料
一般機械器具 自動車 電気機械器具

医薬品・化粧品等 鉱物・金属材料 上記以外の卸売業

就業者数
（４万３８０２人）

 

[卸売業] 業種別就業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 46,226 43,802 100.0 100.0 ▲ 5.2
各種商品卸売業 206 239 0.4 0.5 16.0
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） 105 99 0.2 0.2 ▲ 5.7
衣服・身の回り品卸売業 1,181 1,230 2.6 2.8 4.1
農畜産物・水産物卸売業 7,895 6,930 17.1 15.8 ▲ 12.2
食料・飲料卸売業 6,939 6,957 15.0 15.9 0.3
建築材料卸売業 5,569 5,127 12.0 11.7 ▲ 7.9
化学製品卸売業 1,131 1,163 2.4 2.7 2.8
鉱物・金属材料卸売業 2,149 1,976 4.6 4.5 ▲ 8.1
再生資源卸売業 955 1,023 2.1 2.3 7.1
一般機械器具卸売業 3,729 3,590 8.1 8.2 ▲ 3.7
自動車卸売業 3,053 3,022 6.6 6.9 ▲ 1.0
電気機械器具卸売業 2,800 2,857 6.1 6.5 2.0
その他の機械器具卸売業 1,113 1,329 2.4 3.0 19.4
家具・建具・じゅう器等卸売業 1,657 1,436 3.6 3.3 ▲ 13.3
医薬品・化粧品等卸売業 2,672 2,712 5.8 6.2 1.5
他に分類されない卸売業 5,072 4,112 11.0 9.4 ▲ 18.9

就　　業　　者　　数　　（人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ② 前回比をみると、「他に分類されない卸売業」が▲１８．９％、「家具・建具・じゅう器等卸売

業」が▲１３．３％、「農畜産物・水産物卸売業」が▲１２．２％と２桁の減少となっているほ

か、「鉱物・金属材料卸売業」が▲８．１％、「建築材料卸売業」が▲７．９％など、８業種で減

少している。 

    一方、「その他の機械器具卸売業」が１９．４％、「各種商品卸売業」が１６．０％、「再生資

源卸売業」が７．１％など、８業種で増加している。 

[卸売業]　業種別就業者数（平成１４年、１６年）
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  ③ 就業者数の内訳をみると、「正社員・正職員」が２万８０４８人（構成比６４．０％）、「パー

ト・アルバイト等」が６８０５人（同１５．５％）と、常用雇用者が全体の約８割を占めている。 

   以下、「有給役員」、「個人業主及び無給の家族従業者」の順となっている。 

[卸売業] 就業者内訳別就業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 
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構成比 構成比 前回比(%)
（人） （％） （人） （％） 16年/14年

卸売業計 46,226 100.0 43,802 100.0 △ 5.2
個人業主及び無給の家族従業者 1,740 3.8 1,451 3.3 △ 16.6
有給役員 6,079 13.2 5,729 13.1 △ 5.8
常用雇用者 35,949 77.8 34,853 79.6 △ 3.0

正社員・正職員 29,652 64.1 28,048 64.0 △ 5.4
パート・アルバイト等 6,297 13.6 6,805 15.5 8.1

臨時雇用者 566 1.2 1,047 2.4 85.0
出向・派遣受入者 1,892 4.1 722 1.6 △ 61.8

平成１４年 平成１６年

 



  ④ 就業者の内訳について業種別にみると、「正社員・正職員」の割合が高いのは、「自動車卸売業」、

「その他の機械器具卸売業」など７業種で、それぞれ７割以上を占めている。「パート・アルバ

イト等」の割合が高いのは、「食料・飲料卸売業」、「農畜産物・水産物卸売業」、「衣服・身の回

り品卸売業」で、それぞれ２割以上を占めている。 

    構成比を前回と比べると、ほとんどの業種で引き続き「正社員・正職員」の割合が縮小し、「臨

時雇用者」の割合が拡大している。 

 

①正社員・正職員 
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   ②パート・アルバイト等

14.4

5.4

21.9
19.9 19.2

21.3

6.97.1

18.820.3

12.6

7.4
9.5

7.96.7

13.9

7.6

21.7

7.98.5

14.1
15.0

22.5

7.9

12.5

9.410.99.67.8

25.7

21.9

18.2

9.6

15.5

0.0

10.0

20.0

30.0

卸　売　業　計 各種商品 繊維品　　　　　　　　　　　　　　（衣服、身 衣服・身の回り品 農畜産物・水産物 食料・飲料 建築材料 化学製品 鉱物・金属材料 再生資源 一般機械器具 自動車 電気機械器具 その他の機械器具 家具・建具・じゅう器等 医薬品・化粧品等 他に分類されない卸売業

(%)

   ③出向・派遣受入者

4.3

1.5 1.3
0.5

0.40.0
2.00.9

1.4
1.2

0.31.91.80.81.81.01.5

22.3

1.31.1 1.0
0.9

1.1 1.2
3.4

1.10.6

3.71.32.8

0.0

0.00.41.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

卸　売　業　計 各種商品 繊維品　　　　　　　　　　　　　 衣服・身の回り品 農畜産物・水産物 食料・飲料 建築材料 化学製品 鉱物・金属材料 再生資源 一般機械器具 自動車 電気機械器具 その他の機械器具 家具・建具・じゅう 器等 医薬品・化粧品等 他に分類されない卸売業

(%)

   ④臨時雇用者

1.3

0.0 0.0

3.5

1.0

2.1

1.0

1.3

1.7

0.40.40.30.1
0.4

0.1

3.3
1.3

3.2

0.6

1.5

4.3

1.7

4.7

0.4
1.3

0.5

3.4

2.6

2.4

1.8
2.02.0

2.9

2.4

0.0

2.0

4.0

6.0

卸
売
業
計

各
種
商

品

繊
維
品

衣
服

・
身

の
回

り

品

農
畜
産
物

・
水
産

物

食
料

・
飲
料

建
築
材
料

化
学
製
品

鉱
物

・
金
属
材
料

再
生
資

源

一
般
機
械
器
具

自
動
車

電
気
機
械
器
具

そ

の
他

の
機
械
器

具

家
具

・
建
具

・

じ

ゅ
う
器
等

医
薬

品

・
化
粧
品

等

他

に
分
類
さ

れ
な

い
卸
売
業

(%)



（２）派遣・下請出向者数 

   平成１６年調査において、新たに、従業者、臨時雇用者のうち派遣・下請出向者数（注）について

の調査を行った。 

    (注) 派遣・下請出向者数とは、派遣または下請として他の会社など別経営の事業所で働くものをいう。 

      労働者派遣法でいう派遣労働者、在籍出向など当該事業所に籍があって別経営の事業所で働く者、請負先の

事業所で請負仕事を行っている者が含まれる。 

 

  ① 卸売業の就業者数は４万３８０２人、うち、派遣・下請出向者数は３９０人（構成比０．９％）

であった。 

    派遣・下請出向者数を業種別にみると、「食料・飲料卸売業」（１５６人、構成比４０．０％）、

｢農畜産物・水産物卸売業」（１３０人、同３３．３％）の２業種が群を抜いて多く、以下、「電

気機械器具卸売業」（２０人、同５．１％）、「鉱物・金属材料卸売業」（１７人、同４．４％）、「建

築材料卸売業」（１４人、同３．６％）、「再生資源卸売業」（１３人、同３．３％）、「一般機械器

具卸売業」（１２人、同３．１％）の順となっている。 

[卸売業] 派遣・下請出向者数の業種別構成比（平成１６年） 

40.0 33.3 5.1 4.4 3.6 3.33.1 7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年卸売業

食料・飲料 農畜産物・水産物 電気機械器具 鉱物・金属材料

建築材料 再生資源 一般機械器具 上記以外の卸売業

派遣・下請出向者数
（390人）

  ② 就業者全体に占める派遣・下請出向者数の割合を業種別にみると、他の業種に比べ高いのは、 

「食料・飲料卸売業」、「農畜産物・水産物卸売業」、低いのは「各種商品卸売業」、「繊維品卸売

業」となっている。 

[卸売業] 業種別にみた派遣・下請出向者数の割合（平成１６年） 

0.9

0.0

0.0

0.2
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卸売業計

各種商品
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0.3
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0.1

0.7

0.1

0.5

0.1

0.2

農畜産物・水産物

食料・飲料

建築材料

化学製品

鉱物・金属材料

再生資源

一般機械器具

自動車

電気機械器具

その他の機械器具

家具・建具・じゅう器等

医薬品・化粧品等

他に分類されない卸売業

（％）
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（３）経営組織別の就業者数 

  ① 経営組織別の構成比をみると、法人事業所が９３．２％、個人事業所が６．８％を占めている。 

  ② 前回比をみると、法人事業所は▲５．６％、個人事業所は▲０．１％とそれぞれ減少している。 

 

[卸売業]  経営組織別就業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　経　　営　　組　　織 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 46,226 43,802 100.0 100.0 ▲ 5.2
法　　　人 43,235 40,813 93.5 93.2 ▲ 5.6
個　　　人 2,991 2,989 6.5 6.8 ▲ 0.1

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

  ③ 業種別に前回比をみると、法人事業所では、「他に分類されない卸売業」、「農畜産物・水産物

卸売業」、「家具・建具・じゅう器等卸売業」など８業種で減少し、「その他の機械器具卸売業」、

「各種商品卸売業」、「再生資源卸売業」など８業種で増加した。個人事業所では、「化学製品卸

売業」、「一般機械器具卸売業」、「電気機械器具卸売業」、「家具・建具・じゅう器等卸売業」など

９業種で減少し、「各種商品卸売業」、「鉱物・金属材料卸売業」、「他に分類されない卸売業」、「医

薬品・化粧品等卸売業」など６業種で増加した。 

 

 [卸売業] 業種別・経営組織別就業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

前回比(%) 前回比(%)

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年 平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

卸売業計 43,235 40,813 100.0 100.0 ▲ 5.6 2,991 2,989 100.0 100.0 ▲ 0.1
各種商品卸売業 205 230 0.5 0.6 12.2 1 9 0.0 0.3 800.0
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） 95 89 0.2 0.2 ▲ 6.3 10 10 0.3 0.3 0.0
衣服・身の回り品卸売業 1,087 1,152 2.5 2.8 6.0 94 78 3.1 2.6 ▲ 17.0
農畜産物・水産物卸売業 7,298 6,280 16.9 15.4 ▲ 13.9 597 650 20.0 21.7 8.9
食料・飲料卸売業 6,431 6,470 14.9 15.9 0.6 508 487 17.0 16.3 ▲ 4.1
建築材料卸売業 5,168 4,748 12.0 11.6 ▲ 8.1 401 379 13.4 12.7 ▲ 5.5
化学製品卸売業 1,095 1,142 2.5 2.8 4.3 36 21 1.2 0.7 ▲ 41.7
鉱物・金属材料卸売業 2,136 1,951 4.9 4.8 ▲ 8.7 13 25 0.4 0.8 92.3
再生資源卸売業 746 807 1.7 2.0 8.2 209 216 7.0 7.2 3.3
一般機械器具卸売業 3,605 3,504 8.3 8.6 ▲ 2.8 124 86 4.1 2.9 ▲ 30.6
自動車卸売業 2,958 2,934 6.8 7.2 ▲ 0.8 95 88 3.2 2.9 ▲ 7.4
電気機械器具卸売業 2,757 2,824 6.4 6.9 2.4 43 33 1.4 1.1 ▲ 23.3
その他の機械器具卸売業 1,086 1,303 2.5 3.2 20.0 27 26 0.9 0.9 ▲ 3.7
家具・建具・じゅう器等卸売業 1,458 1,272 3.4 3.1 ▲ 12.8 199 164 6.7 5.5 ▲ 17.6
医薬品・化粧品等卸売業 2,461 2,481 5.7 6.1 0.8 211 231 7.1 7.7 9.5
他に分類されない卸売業 4,649 3,626 10.8 8.9 ▲ 22.0 423 486 14.1 16.3 14.9

就　　業　　者　　数　　（人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

法人事業所
業　　　　　種

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

個人事業所
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（４）１事業所当たりの就業者数 

  卸売業の１事業所当たりの就業者数は８．１人であった。 

  業種別にみると、「各種商品卸売業」１１．４人、「自動車卸売業」１０．８人、「医薬品・化粧品

等卸売業」１０．５人の順となっている。 

[卸売業]　業種別にみた１事業所当たりの就業者数
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Ⅲ 小売業 

～ 事業所数、販売額、従業者数、就業者いずれも減少、売場面積は微増 ～ 

 

１ 事業所数 

～ ２業種で増加、１１業種は減少 ～ 

 平成１６年調査における福島県の小売業の事業所数は、２万３２３７事業所で、商業事業所の８１.

１％を占めている。小売業の事業所数は、昭和５７年をピークに減少が続いており、前回比▲４．８％

と、昭和２７年に統計を始めてから最も低い水準となっている。 

 

（１）業種別の事業所数 

  ① 業種別にみると、「飲食料品小売業」（８７２９事業所、構成比３７．６％）、「織物・衣服・身

の回り品小売業」（２８０１事業所、同１２．１％）で、これら上位２業種で小売業全体の約５

割を占めている。その他の業種については、前回調査と比べ構成比の順位に大きな変動は見られ

ない。 

 

[小売業] 事業所数の業種別構成比(平成１６年) 

37.6 12.1 9.6 7.2 7.0 6.3 2.4
3.3

2.3
12.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年小売業

飲食料品 織物・衣服・身の回り品

家具・じゅう器・機械器具 自動車・自転車
燃料 医薬品・化粧品

書籍・文房具 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器
農耕用品 上記以外の小売業

事業所数
（2万3237事業所）

[小売業] 業種別事業所数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 24,410 23,237 100.0 100.0 ▲ 4.8
各種商品小売業 95 107 0.4 0.5 12.6
織物・衣服・身の回り品小売業 2,971 2,801 12.2 12.1 ▲ 5.7
飲食料品小売業 9,147 8,729 37.5 37.6 ▲ 4.6
自動車・自転車小売業 1,704 1,684 7.0 7.2 ▲ 1.2
家具・じゅう器・機械器具小売業 2,383 2,242 9.8 9.6 ▲ 5.9
その他の小売業 8,110 7,674 33.2 33.0 ▲ 5.4

医薬品・化粧品小売業 1,466 1,460 6.0 6.3 ▲ 0.4
農耕用品小売業 551 537 2.3 2.3 ▲ 2.5
燃料小売業 1,682 1,629 6.9 7.0 ▲ 3.2
書籍・文房具小売業 838 769 3.4 3.3 ▲ 8.2
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 611 565 2.5 2.4 ▲ 7.5
写真機・写真材料小売業 106 53 0.4 0.2 ▲ 50.0
時計・眼鏡・光学機械小売業 396 410 1.6 1.8 3.5
他に分類されない小売業 2,460 2,251 10.1 9.7 ▲ 8.5

事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ② 前回比をみると「写真機・写真材料小売業」は前回比▲５０．０％と大幅な減少となっている。

以下、「他に分類されない小売業」が▲８．５％、「書籍・文房具小売業」が▲８．２％、「スポ

ーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業」が▲７．５％など、１１業種で減少となった。 

    一方、「各種商品小売業」が１２．６％、「時計・眼鏡・光学機械小売業」が３．５％と、２業

種で増加となった。 

 

[小売業] 業種別事業所数（平成１４年、１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業 24,410 23,237 100.0 100.0 ▲ 4.8
各種商品 95 107 0.4 0.5 12.6
織物・衣服・身の回り品小売業 2,971 2,801 12.2 12.1 ▲ 5.7
飲食料品 9,147 8,729 37.5 37.6 ▲ 4.6
自動車・自転車 1,704 1,684 7.0 7.2 ▲ 1.2
家具・じゅう器・機械器具 2,383 2,242 9.8 9.6 ▲ 5.9
その他の小売業 8,110 7,674 33.2 33.0 ▲ 5.4

医薬品・化粧品 1,466 1,460 6.0 6.3 ▲ 0.4
農耕用品 551 537 2.3 2.3 ▲ 2.5
燃料 1,682 1,629 6.9 7.0 ▲ 3.2
書籍・文房具 838 769 3.4 3.3 ▲ 8.2
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器 611 565 2.5 2.4 ▲ 7.5
写真機・写真材料 106 53 0.4 0.2 ▲ 50.0
時計・眼鏡・光学機械 396 410 1.6 1.8 3.5
他に分類されない小売業 2,460 2,251 10.1 9.7 ▲ 8.5

事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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（２）従業者規模別の事業所数 

  ① 従業者規模別にみると、多いのは「２人以下」規模（構成比４８．７％）、「３人～４人」規模

（同２３．１％）、「５人～９人」規模（同１６．１％）、「10 人～19 人」規模（同８．１％）の

順で、「小規模事業所（４人以下）」が卸売業全体の７割以上を占めている。 

  ② 前回比をみると、「50 人～99 人」規模が１９．８％など増加しているものの、「100 人以上」規

模が▲２５．７％で２桁台の大きな減少をしているほか、ほとんどの規模区分で減少している。 

 

[小売業] 従業者規模別事業所数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　従　業　者　規　模 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 24,410 23,237 100.0 100.0 ▲ 4.8
２　人　以　下 11,912 11,308 48.8 48.7 ▲ 5.1

　３　人　～　　４　人 5,612 5,341 23.0 23.0 ▲ 4.8
　５　人　～　　９　人 3,996 3,725 16.4 16.0 ▲ 6.8
１０　人　～　１９　人 1,859 1,880 7.6 8.1 1.1
２０　人　～　２９　人 468 434 1.9 1.9 ▲ 7.3
３０　人　～　４９　人 326 297 1.3 1.3 ▲ 8.9
５０　人　～　９９　人 167 200 0.7 0.9 19.8

１００　人　以　上 70 52 0.3 0.2 ▲ 25.7
小 規 模 事 業 所 （ ４ 人 以 下 ） 17,524 16,649 71.8 71.6 ▲ 5.0
中 規 模 事 業 所 （ ５ 人 ～ ４ ９ 人 ） 6,649 6,336 27.2 27.3 ▲ 4.7
大 規 模 事 業 所 （ ５ ０ 人 以 上 ） 237 252 1.0 1.1 6.3

事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

 

（３）経営組織別の事業所数 

  ① 経営組織別の構成比をみると、法人事業所が４４．７％、個人事業所が５５．３％を占めてい

る。 

  ② 前回比をみると、法人事業所は▲１．８％、個人事業所は▲７．１％とそれぞれ減少している。 

 

[小売業]  経営組織別事業所数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　経　　営　　組　　織 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 24,410 23,237 100.0 100.0 ▲ 4.8
法　　　人 10,584 10,393 43.4 44.7 ▲ 1.8
個　　　人 13,826 12,844 56.6 55.3 ▲ 7.1

事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

  ③ 業種別にみると、個人事業所の割合が高いのは、「飲食料品小売業」、「他に分類されない小売

業」、「家具・じゅう器・機械器具小売業」で、この３業種では個人事業所が過半を占めている。

法人事業所の割合が高いのは、「燃料小売業」、百貨店、総合スーパーを含む「各種商品小売業」

などである。前回に比べると、「各種商品小売業」、「スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小

売業」、「写真機・写真材料小売業」で個人事業所の割合が拡大したが、他の業種はすべて法人事

業所の割合が拡大している。 
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平成１４年
平成１６年

　

法　人　事　業　所

スポーツ用品・がん具・娯楽用
品・楽器

写真機・写真材料

時計・眼鏡・光学機械

他に分類されない小売業

医薬品・化粧品

農耕用品

燃料

書籍・文房具等

飲食料品

自動車・自転車

家具・じゅう器・機械器具

[小売業]　業種別にみた経営組織別事業所数の構成比（平成１４年、１６年）
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④ 業種別に前回比をみると、法人事業所では、「写真機・写真材料小売業」、「スポーツ用品・が

ん具・娯楽用品・楽器小売業」など９業種で減少している。一方、個人事業所では、「写真機・

写真材料小売業」、「書籍・文房具小売業」、「他に分類されない小売業」、「燃料小売業」など１１

業種で減少している。 

 

[小売業] 業種別・経営組織別事業所数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

前回比(%) 前回比(%)

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年 平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 10,584 10,393 100.0 100.0 ▲ 1.8 13,826 12,844 100.0 100.0 ▲ 7.1
各種商品小売業 70 70 0.7 0.7 0.0 25 37 0.2 0.3 48.0
織物・衣服・身の回り品小売業 1,385 1,358 13.1 13.1 ▲ 1.9 1,586 1,443 11.5 11.2 ▲ 9.0
飲食料品小売業 2,915 2,843 27.5 27.4 ▲ 2.5 6,232 5,886 45.1 45.8 ▲ 5.6
自動車・自転車小売業 919 937 8.7 9.0 2.0 785 747 5.7 5.8 ▲ 4.8
家具・じゅう器・機械器具小売業 930 900 8.8 8.7 ▲ 3.2 1,453 1,342 10.5 10.4 ▲ 7.6
その他の小売業 4,365 4,285 41.2 41.2 ▲ 1.8 3,745 3,389 27.1 26.4 ▲ 9.5

医薬品・化粧品小売業 831 863 7.9 8.3 3.9 635 597 4.6 4.6 ▲ 6.0

農耕用品小売業 301 296 2.8 2.8 ▲ 1.7 250 241 1.8 1.9 ▲ 3.6

燃料小売業 1,277 1,264 12.1 12.2 ▲ 1.0 405 365 2.9 2.8 ▲ 9.9
書籍・文房具小売業 475 461 4.5 4.4 ▲ 2.9 363 308 2.6 2.4 ▲ 15.2
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 325 286 3.1 2.8 ▲ 12.0 286 279 2.1 2.2 ▲ 2.4

写真機・写真材料小売業 63 27 0.6 0.3 ▲ 57.1 43 26 0.3 0.2 ▲ 39.5
時計・眼鏡・光学機械小売業 210 223 2.0 2.1 6.2 186 187 1.3 1.5 0.5
他に分類されない小売業 883 865 8.3 8.3 ▲ 2.0 1,577 1,386 11.4 10.8 ▲ 12.1

　　
平成１４年 平成１６年

構成比（％）

個人事業所
事　　　業　　　所　　　数

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

法人事業所
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２ 年間商品販売額 

～ 前回比３．１％の減少 ～ 

 平成１６年調査における福島県の小売業の年間商品販売額は、２兆７８７億７６２６万円で、商業事

業所の４４．０％を占めている。小売業の年間商品販売額は、前回比▲３．１％で、平成１１年以降減

少が続いている。 

 

（１）業種別の年間商品販売額 

  ① 業種別にみると、「飲食料品小売業」（７２３６億４５７４万円、構成比３４．８％）、｢自動車・

自転車小売業」(２５７９億９１０６万円、同１２.４％)、｢燃料小売業」(２５０２億６２２万

円、同１２．０％)で、これら上位３業種で卸売業全体の約６割を占めている。以下、「家具・じ

ゅう器・機械器具小売業」（１４８８億７８０万円、同７．２％）、｢各種商品小売業｣（１３８５

億３４５万円、同６．７％）、「織物・衣服・身の回り品小売業」（１３１１億２０３６万円、同

６．３％）、「医薬品・化粧品小売業」（１１１７億８７９２万円、同５．４％）、「書籍・文房具

小売業」（６７８億９３５９万円、同３．３％）の順となっている。 

[小売業] 年間商品販売額の業種別構成比(平成１６年) 

34.8 12.4 12.0 7.2 6.7 6.3 5.4
3.3

2.5
9.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年小売業

飲食料品 自動車・自転車 燃料

家具・じゅう器・機械器具 各種商品 織物・衣服・身の回り品

医薬品・化粧品 書籍・文房具 農耕用品

上記以外の小売業

年間商品販売額
(207,877,626万円)

 

[小売業] 業種別年間商品販売額、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 214,541,769 207,877,626 100.0 100.0 ▲ 3.1
各種商品小売業 14,028,641 13,850,345 6.5 6.7 ▲ 1.3
織物・衣服・身の回り品小売業 14,167,405 13,112,036 6.6 6.3 ▲ 7.4
飲食料品小売業 73,740,832 72,364,574 34.4 34.8 ▲ 1.9
自動車・自転車小売業 27,048,241 25,799,106 12.6 12.4 ▲ 4.6
家具・じゅう器・機械器具小売業 15,652,596 14,880,780 7.3 7.2 ▲ 4.9
その他の小売業 69,904,054 67,870,785 32.6 32.6 ▲ 2.9

医薬品・化粧品小売業 12,261,298 11,178,792 5.7 5.4 ▲ 8.8
農耕用品小売業 5,221,317 5,131,252 2.4 2.5 ▲ 1.7
燃料小売業 25,218,922 25,020,622 11.8 12.0 ▲ 0.8
書籍・文房具小売業 6,602,909 6,789,359 3.1 3.3 2.8
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 4,498,420 4,319,382 2.1 2.1 ▲ 4.0
写真機・写真材料小売業 302,015 144,756 0.1 0.1 ▲ 52.1
時計・眼鏡・光学機械小売業 1,472,546 1,244,709 0.7 0.6 ▲ 15.5
他に分類されない小売業 14,326,627 14,041,913 6.7 6.8 ▲ 2.0

年　間　商　品　販　売　額　（万円）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ② 前回比をみると、「書籍・文房具小売業」が２．８％と増加した。一方、「写真機・写真材料小

売業」が▲５２．１％と大幅に減少しているほか、「時計・眼鏡・光学機械小売業」が▲１５．

５％、「医薬品・化粧品小売業」が▲８．８％、「織物・衣服・身の回り品小売業」が▲７．４％

など、１２業種で減少となった。 

 

 [小売業] 業種別年間商品販売額（平成１４年、１６年） 

1,403

1,417

7,374

2,705

1,565
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平成１６年

(億円）
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スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業

写真機・写真材料小売業

時計・眼鏡・光学機械小売業

他に分類されない小売業

(億円）
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（２）従業者規模別の年間商品販売額 

  ① 従業者規模別にみると、多いのは「10 人～19 人」規模（構成比２１．０％）、「５人～９人」

規模（同２０．９％）の順に多く、それぞれ小売業の年間商品販売額の２割程度を占めている。

以下、「50 人～99 人」規模（同１３．２％）、「３人～４人」規模（同１１．３％）、「100 人以上」

規模（同９．７％）、｢30 人～49 人｣規模（同９．１％）、「20 人～29 人」規模（同７．８％）、「２

人以下」規模（同６．９％）の順となっている。「中規模事業所（５人～49 人）」が小売業全体の

約６割を占めている。 

  ② 前回比をみると、「50 人～99 人」規模が４６．３％と増加しているものの、「100 人以上」規模

が▲２０.５％、「20 人～29 人」規模が▲１９．７％と２桁台の大きな減少をしているなど、ほ

とんどの規模区分で減少している。 

 

[小売業] 従業者規模別年間商品販売額、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　従　業　者　規　模 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 21,454 20,788 100.0 100.0 ▲ 3.1
２　人　以　下 1,568 1,443 7.3 6.9 ▲ 7.9

　３　人　～　　４　人 2,447 2,344 11.4 11.3 ▲ 4.2
　５　人　～　　９　人 4,635 4,346 21.6 20.9 ▲ 6.2
１０　人　～　１９　人 4,451 4,360 20.7 21.0 ▲ 2.0
２０　人　～　２９　人 2,031 1,631 9.5 7.8 ▲ 19.7
３０　人　～　４９　人 1,907 1,901 8.9 9.1 ▲ 0.3
５０　人　～　９９　人 1,875 2,743 8.7 13.2 46.3

１００　人　以　上 2,540 2,018 11.8 9.7 ▲ 20.5
小 規 模 事 業 所 （ ４ 人 以 下 ） 4,015 3,788 18.7 18.2 ▲ 5.7
中 規 模 事 業 所 （ ５ 人 ～ ４ ９ 人 ） 13,024 12,238 60.7 58.9 ▲ 6.0
大 規 模 事 業 所 （ ５ ０ 人 以 上 ） 4,415 4,762 20.6 22.9 7.9

年　間　商　品　販　売　額　（億円）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

 

（３）経営組織別の年間商品販売額 

  ① 経営組織別の構成比をみると、法人事業所が８８．７％、個人事業所が１１．３％を占めてい

る。 

  ② 前回比をみると、法人事業所は▲１．８％、個人事業所は▲１２．３％とそれぞれ減少してい

る。 

 

[小売業]  経営組織別年間商品販売額、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　経　　営　　組　　織 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 21,454 20,788 100.0 100.0 ▲ 3.1
法　　　人 18,785 18,447 87.6 88.7 ▲ 1.8
個　　　人 2,669 2,341 12.4 11.3 ▲ 12.3

年　間　商　品　販　売　額　(億円）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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③ 業種別に前回比をみると、法人事業所では、「写真機・写真材料小売業」で約５割減少してい

るのをはじめ、「時計・眼鏡・光学機械小売業」など９業種で減少している。一方、個人事業所

では、「写真機・写真材料小売業」で約３割の減少、「他に分類されない小売業」、「スポーツ用品・

がん具・娯楽用品・楽器小売業」、「織物・衣服・身の回り品小売業」で約２割の減少などとなっ

ており、全業種で減少している。 

 

[小売業] 業種別・経営組織別年間商品販売額、構成比（平成１４年、１６年） 

及び前回比（平成１６年） 

前回比(%) 前回比(%)

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年 平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 18,785 18,447 100.0 100.0 ▲ 1.8 2,669 2,341 100.0 100.0 ▲ 12.3
各種商品小売業 1,390 1,373 7.4 7.4 ▲ 1.2 13 12 0.5 0.5 ▲ 9.6
織物・衣服・身の回り品小売業 1,214 1,146 6.5 6.2 ▲ 5.6 203 166 7.6 7.1 ▲ 18.4
飲食料品小売業 5,966 5,974 31.8 32.4 0.1 1,408 1,263 52.8 54.0 ▲ 10.3
自動車・自転車小売業 2,593 2,472 13.8 13.4 ▲ 4.7 111 108 4.2 4.6 ▲ 2.9
家具・じゅう器・機械器具小売業 1,371 1,327 7.3 7.2 ▲ 3.2 194 161 7.3 6.9 ▲ 16.9
その他の小売業 6,251 6,157 33.3 33.4 ▲ 1.5 739 631 27.7 26.9 ▲ 14.7

医薬品・化粧品小売業 1,074 983 5.7 5.3 ▲ 8.5 152 135 5.7 5.8 ▲ 10.8
農耕用品小売業 468 465 2.5 2.5 ▲ 0.5 55 48 2.0 2.0 ▲ 12.5
燃料小売業 2,376 2,376 12.6 12.9 0.0 146 126 5.5 5.4 ▲ 13.9
書籍・文房具小売業 538 568 2.9 3.1 5.5 122 111 4.6 4.7 ▲ 9.0
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 403 394 2.1 2.1 ▲ 2.3 47 38 1.7 1.6 ▲ 18.7
写真機・写真材料小売業 25 11 0.1 0.1 ▲ 56.3 6 4 0.2 0.2 ▲ 33.6
時計・眼鏡・光学機械小売業 130 110 0.7 0.6 ▲ 15.7 17 15 0.6 0.6 ▲ 13.8
他に分類されない小売業 1,237 1,250 6.6 6.8 1.0 196 154 7.3 6.6 ▲ 21.2

　　
平成１４年 平成１６年

構成比（％）

個人事業所
年　間　商　品　販　売　額　(億円）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

法人事業所
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３ 従業者数 

～ ２業種で増加、１１業種は減少 ～ 

 平成１６年調査における福島県の小売業の従業者数は、１２万９５５３人で、商業事業所７５．５％

を占めており、前回比▲４．０％と前回に比べ減少している。 

 

（１）業種別の従業者数 

  ① 業種別にみると、「飲食料品小売業」（５万１９３５人、構成比４０．１％）が４割と大きく占

めている。以下、「書籍・文房具小売業」（１万１６８０人、同９．０％）、｢自動車・自転車小売

業」(９９６５人、同７.７％)、｢燃料小売業」(９８１０人、同７．６％)、「織物・衣服・身の

回り品小売業」（９６１０人、同７．４％）、「家具・じゅう器・機械器具小売業」（８３３６人、

同６．４％）、「医薬品・化粧品小売業」（６６５２人、同５．１％）、｢各種商品小売業｣（５５０

５人、同４．２％）、「スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業」（２５６０人、同２．０％）、

「農耕用品小売業」（２２４２人、同１．７％）の順となっている。 

[小売業] 従業者数の業種別構成比(平成１６年) 

40.1 7.7 7.6 7.4 6.4 5.1 4.2 12.49.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年小売業

飲食料品 書籍・文房具 自動車・自転車

燃料 織物・衣服・身の回り品 家具・じゅう器・機械器具

医薬品・化粧品 各種商品 上記以外の小売業

従業者数
(１２万９５５３人)

 

[小売業] 業種別従業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 134,976 129,553 100.0 100.0 ▲ 4.0
各種商品小売業 5,850 5,505 4.3 4.2 ▲ 5.9
織物・衣服・身の回り品小売業 10,239 9,610 7.6 7.4 ▲ 6.1
飲食料品小売業 54,337 51,935 40.3 40.1 ▲ 4.4
自動車・自転車小売業 9,879 9,965 7.3 7.7 0.9
家具・じゅう器・機械器具小売業 8,549 8,336 6.3 6.4 ▲ 2.5
その他の小売業 46,122 44,202 34.2 34.1 ▲ 4.2

医薬品・化粧品小売業 6,992 6,652 5.2 5.1 ▲ 4.9
農耕用品小売業 2,339 2,242 1.7 1.7 ▲ 4.1
燃料小売業 10,166 9,810 7.5 7.6 ▲ 3.5
書籍・文房具小売業 12,033 11,680 8.9 9.0 ▲ 2.9
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 2,860 2,560 2.1 2.0 ▲ 10.5
写真機・写真材料小売業 395 180 0.3 0.1 ▲ 54.4
時計・眼鏡・光学機械小売業 1,260 1,270 0.9 1.0 0.8
他に分類されない小売業 10,077 9,808 7.5 7.6 ▲ 2.7

従　業　者　数　(人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ② 前回比をみると、「自動車・自転車小売業」が０．９％、「時計・眼鏡・光学機械小売業」が０．

８％と増加したが、「写真機・写真材料小売業」が▲５４．４％、「スポーツ用品・がん具・娯楽

用品・楽器小売業」が▲１０．５％、「織物・衣服・身の回り品小売業」が▲６．１％、「各種商

品小売業」が▲５．９％など、１１業種で減少となった。 

 [小売業] 業種別従業者数（平成１４年、１６年） 
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時計・眼鏡・光学機械小売業

他に分類されない小売業

(人）

 

 

 

（２）経営組織別の従業者数 

  ① 経営組織別の構成比をみると、法人事業所が７４．３％、個人事業所が２５．７％を占めてい

る。 

  ② 前回比をみると、法人事業所は▲２．３％、個人事業所は▲８．６％とそれぞれ減少している。 

 

[小売業]  経営組織別従業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　経　　営　　組　　織 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 134,976 129,553 100.0 100.0 ▲ 4.0
法　　　人 98,538 96,235 73.0 74.3 ▲ 2.3
個　　　人 36,438 33,318 27.0 25.7 ▲ 8.6

従　業　者　数　(人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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③ 業種別に前回比をみると、法人事業所では、「書籍・文房具小売業」、「他に分類されない小売

業」など５業種で増加しているが、「写真機・写真材料小売業」、「スポーツ用品・がん具・娯楽

用品・楽器小売業」など８業種で減少している。一方、個人事業所では、「各種商品小売業」、「時

計・眼鏡・光学機械小売業」で増加しているほかは、「写真機・写真材料小売業」、「書籍・文房

具小売業」、「他に分類されない小売業」など１１業種で減少している。 

 

[小売業] 業種別・経営組織別従業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

前回比(%) 前回比(%)

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年 平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 98,538 96,235 100.0 100.0 ▲ 2.3 36,438 33,318 100.0 100.0 ▲ 8.6
各種商品小売業 5,765 5,394 5.9 5.6 ▲ 6.4 85 111 0.2 0.3 30.6
織物・衣服・身の回り品小売業 7,089 6,769 7.2 7.0 ▲ 4.5 3,150 2,841 8.6 8.5 ▲ 9.8
飲食料品小売業 37,484 35,958 38.0 37.4 ▲ 4.1 16,853 15,977 46.3 48.0 ▲ 5.2
自動車・自転車小売業 8,407 8,561 8.5 8.9 1.8 1,472 1,404 4.0 4.2 ▲ 4.6
家具・じゅう器・機械器具小売業 5,656 5,695 5.7 5.9 0.7 2,893 2,641 7.9 7.9 ▲ 8.7
その他の小売業 34,137 33,858 34.6 35.2 ▲ 0.8 11,985 10,344 32.9 31.0 ▲ 13.7

医薬品・化粧品小売業 5,225 5,143 5.3 5.3 ▲ 1.6 1,767 1,509 4.8 4.5 ▲ 14.6
農耕用品小売業 1,786 1,705 1.8 1.8 ▲ 4.5 553 537 1.5 1.6 ▲ 2.9
燃料小売業 8,994 8,776 9.1 9.1 ▲ 2.4 1,172 1,034 3.2 3.1 ▲ 11.8
書籍・文房具小売業 7,842 8,192 8.0 8.5 4.5 4,191 3,488 11.5 10.5 ▲ 16.8
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 2,297 2,053 2.3 2.1 ▲ 10.6 563 507 1.5 1.5 ▲ 9.9
写真機・写真材料小売業 295 117 0.3 0.1 ▲ 60.3 100 63 0.3 0.2 ▲ 37.0
時計・眼鏡・光学機械小売業 920 922 0.9 1.0 0.2 340 348 0.9 1.0 2.4
他に分類されない小売業 6,778 6,950 6.9 7.2 2.5 3,299 2,858 9.1 8.6 ▲ 13.4

　　
平成１４年 平成１６年

構成比（％）

個人事業所
従　業　者　数　(人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

法人事業所

 

 

（３）１事業所当たりの従業者数 

  小売業の１事業所当たりの従業者数は５．６人であった。 

  業種別にみると、「各種商品小売業」が５１．４人と非常に多く、次いで「書籍・文房具小売業」 

（１５．２人）、「燃料小売業」（６．０人）の順となっている。 

[小売業]　業種別にみた１事業所当たりの従業者数
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４ 就業者数 

～ ２業種で増加、１１業種は減少 ～ 

 平成１６年調査における福島県の小売業の就業者数（派遣・下請出向者を含む。以下同じ。）は、 

１３万６３２６人で、商業事業所の７５．１％を占めており、前回比▲２．４％と前回に比べ減少して

いる。 

 

（１）業種別の就業者数 

 ① 業種別にみると、｢飲食料品小売業」（５万４０７４人、構成比３９．７％）が約４割を占めて

いる。以下、「書籍・文房具小売業」 (１万２２５７人、同９.０％)、「織物・衣服・身の回り品

小売業」（１万４０１人、同７．６％）、「燃料小売業」（１万１９３人、同７．５％）、「自動車・

自転車小売業」（１万８５人、同７．４％）、｢家具・じゅう器・機械器具小売業｣（８６５９人、

同６．４％）、「各種商品小売業」（６９４８人、同５．１％）、「医薬品・化粧品小売業」（６９３

０人、同５．１％）の順となっている。 

 

[小売業] 就業者数の業種別構成比(平成１６年) 

39.7 7.6 7.5 7.4 6.4 5.1 5.1 12.39.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年小売業

飲食料品 書籍・文房具 織物・衣服・身の回り品

燃料 自動車・自転車 家具・じゅう器・機械器具

各種商品 医薬品・化粧品 上記以外の小売業

就業者数
(１３万６３２６人)

 

[小売業] 業種別就業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 139,746 136,326 100.0 100.0 ▲ 2.4
各種商品小売業 7,134 6,948 5.1 5.1 ▲ 2.6
織物・衣服・身の回り品小売業 10,796 10,401 7.7 7.6 ▲ 3.7
飲食料品小売業 55,707 54,074 39.9 39.7 ▲ 2.9
自動車・自転車小売業 9,998 10,085 7.2 7.4 0.9
家具・じゅう器・機械器具小売業 8,741 8,659 6.3 6.4 ▲ 0.9
その他の小売業 47,370 46,159 33.9 33.9 ▲ 2.6

医薬品・化粧品小売業 7,121 6,930 5.1 5.1 ▲ 2.7
農耕用品小売業 2,417 2,316 1.7 1.7 ▲ 4.2
燃料小売業 10,358 10,193 7.4 7.5 ▲ 1.6
書籍・文房具小売業 12,422 12,257 8.9 9.0 ▲ 1.3
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 2,917 2,617 2.1 1.9 ▲ 10.3
写真機・写真材料小売業 397 187 0.3 0.1 ▲ 52.9
時計・眼鏡・光学機械小売業 1,267 1,294 0.9 0.9 2.1
他に分類されない小売業 10,471 10,365 7.5 7.6 ▲ 1.0

就　業　者　数　(人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）
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  ② 前回比をみると、「時計・眼鏡・光学機械小売業」が２．１％、「自動車・自転車小売業」が０．

９％と増加したが、「写真機・写真材料小売業」が▲５２．９％、「スポーツ用品・がん具・娯楽

用品・楽器小売業」が▲１０．３％など、１１業種で減少している。 

 

[小売業] 業種別就業者数（平成１４年、１６年） 

7,134

10,796

55,707

9,998

8,741

47,370

6,948
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8,659
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家具・じゅう器・機械器具小売業

その他の小売業

平成１４年

平成１６年

(人

7,121

2,417

10,358

12,422

2,917

10,471

1,267

397

2,617

10,365

1,294

187

12,257

10,193

2,316

6,930

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

医薬品・化粧品小売業

農耕用品小売業

燃料小売業

書籍・文房具小売業

スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業

写真機・写真材料小売業

時計・眼鏡・光学機械小売業

他に分類されない小売業

(人）

   

 

③ 就業者数の内訳をみると、「正社員・正職員」が４万１５８５人（構成比３０．５％）、「パー 

ト・アルバイト等」が５万８９３８人（同４３．２％）と、常用雇用者が全体の７割超を占めて

いる。 

 

[小売業] 就業者内訳別就業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

構成比 構成比 前回比(%)
（人） （％） （人） （％） 16年/14年

小売業計 139,746 100.0 136,326 100.0 ▲ 2.4
個人業主及び無給の家族従業者 22,609 16.2 17,891 13.1 ▲ 20.9
有給役員 12,291 8.8 11,139 8.2 ▲ 9.4
常用雇用者 100,076 71.6 100,523 73.7 0.4

正社員・正職員 40,555 29.0 41,585 30.5 2.5
パート・アルバイト等 59,521 42.6 58,938 43.2 ▲ 1.0

臨時雇用者 2,609 1.9 4,240 3.1 62.5
出向・派遣受入者 2,161 1.5 2,533 1.9 17.2

平成１４年 平成１６年
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  ④ 就業者の内訳について業種別にみると、「正社員・正職員」の割合が高いのは、「自動車・自転

車小売業」（構成比７２．８％）、「農耕用品小売業」（同５４．７％）である。「パート・アルバ

イト等」の割合が高いのは、「書籍・文房具小売業」（同７０．１％）である。 

    構成比を前回と比べると、ほとんどの業種で「臨時雇用者」の割合が拡大している。 

① 正社員・正職員 
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   ②パート・アルバイト等 
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   ③出向・派遣受入者 
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（２）派遣・下請出向者数 

   平成１６年調査において、新たに、従業者、臨時雇用者のうち派遣・下請出向者数（注）について

の調査を行った。 

    (注) 派遣・下請出向者数とは、派遣または下請として他の会社など別経営の事業所で働くものをいう。 

      労働者派遣法でいう派遣労働者、在籍出向など当該事業所に籍があって別経営の事業所で働く者、請負先の

事業所で請負仕事を行っている者が含まれる。 

 

  ① 小売業の就業者数は１３万６３２６人、うち、派遣・下請出向者数は１８８人（構成比０．１％）

であった。 

    派遣・下請出向者数を業種別にみると、「飲食料品小売業」（５１人、構成比２７．１％）、｢書

籍・文房具小売業」（４６人、同２４．５％）、「織物・衣服・身の回り品小売業」（２０人、同 

１０.６％）、「燃料小売業」（１９人、同１０.１％）、「医薬品・化粧品小売業」(１２人、同６.

４％）、「自動車・自転車小売業」（８人、同４．３％）、「時計・眼鏡・光学機械小売業」（５人、

同２．７％）の順となっている。 

[小売業] 派遣・下請出向者数の業種別構成比（平成１６年） 

27.1 10.6 10.1 6.4 4.3 2.7 14.424.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１６年小売業

飲食料品 書籍・文房具 織物・衣服・身の回り品 燃料

医薬品・化粧品 自動車・自転車 時計・眼鏡・光学機械 上記以外の小売業

派遣・下請出向者数

　　　(１８８人)

  ② 就業者全体に占める派遣・下請出向者数の割合を業種別にみると、他の業種に比べ高いのは、 

「時計・眼鏡・光学機械小売業」、「書籍・文房具小売業」、低いのは「各種商品小売業」、「写真

機・写真材料小売業」などとなっている。 

[卸売業] 業種別にみた派遣・下請出向者数の割合（平成１６年） 
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（３）経営組織別の就業者数 

  ① 経営組織別の構成比をみると、法人事業所が７４．５％、個人事業所が２５．５％を占めてい

る。 

  ② 前回比をみると、法人事業所は▲０．７％、個人事業所は▲７．３％とそれぞれ減少している。 

 

[小売業]  経営組織別就業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　経　　営　　組　　織 前回比（％）

平成１４年 平成１６年 １６年/１４年

小売業計 139,746 136,326 100.0 100.0 ▲ 2.4
法　　　人 102,198 101,502 73.1 74.5 ▲ 0.7
個　　　人 37,548 34,824 26.9 25.5 ▲ 7.3

就　　業　　者　　数　　（人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

③ 業種別に前回比をみると、法人事業所では、「書籍・文房具小売業」、「他に分類されない小売

業」など５業種で増加しているが、「写真機・写真材料小売業」、「スポーツ用品・がん具・娯楽

用品・楽器小売業」など８業種で減少している。一方、個人事業所では、「各種商品小売業」、「時

計・眼鏡・光学機械小売業」で増加しているほかは、「写真機・写真材料小売業」、「書籍・文房

具小売業」、「他に分類されない小売業」など１１業種で減少している。 

 

[小売業] 業種別・経営組織別就業者数、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

前回比(%) 前回比(%)

平成１４年平成１６年 １６年/１４年 平成１４年平成１６年 １６年/１４年

小売業計 102,198 101,502 100.0 100.0 ▲ 0.7 37,548 34,824 100.0 100.0 ▲ 7.3
各種商品小売業 7,049 6,837 6.9 6.7 ▲ 3.0 85 111 0.2 0.3 30.6
織物・衣服・身の回り品小売業 7,601 7,491 7.4 7.4 ▲ 1.4 3,195 2,910 8.5 8.4 ▲ 8.9
飲食料品小売業 38,430 37,343 37.6 36.8 ▲ 2.8 17,277 16,731 46.0 48.0 ▲ 3.2
自動車・自転車小売業 8,500 8,634 8.3 8.5 1.6 1,498 1,451 4.0 4.2 ▲ 3.1
家具・じゅう器・機械器具小売業 5,786 5,953 5.7 5.9 2.9 2,955 2,706 7.9 7.8 ▲ 8.4
その他の小売業 34,832 35,244 34.1 34.7 1.2 12,538 10,915 33.4 31.3 ▲ 12.9

医薬品・化粧品小売業 5,303 5,290 5.2 5.2 ▲ 0.2 1,818 1,640 4.8 4.7 ▲ 9.8
農耕用品小売業 1,838 1,762 1.8 1.7 ▲ 4.1 579 554 1.5 1.6 ▲ 4.3
燃料小売業 9,165 9,125 9.0 9.0 ▲ 0.4 1,193 1,068 3.2 3.1 ▲ 10.5
書籍・文房具小売業 7,945 8,589 7.8 8.5 8.1 4,477 3,668 11.9 10.5 ▲ 18.1
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 2,339 2,092 2.3 2.1 ▲ 10.6 578 525 1.5 1.5 ▲ 9.2
写真機・写真材料小売業 295 120 0.3 0.1 ▲ 59.3 102 67 0.3 0.2 ▲ 34.3
時計・眼鏡・光学機械小売業 927 946 0.9 0.9 2.0 340 348 0.9 1.0 2.4
他に分類されない小売業 7,020 7,320 6.9 7.2 4.3 3,451 3,045 9.2 8.7 ▲ 11.8

就　業　者　数　(人）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

法人事業所
　　

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

個人事業所
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（４）１事業所当たりの就業者数 

  小売業の１事業所当たりの就業者数は５．９人であった。 

  業種別にみると、「各種商品小売業」が６４．９人と非常に多く、次いで「書籍・文房具小売業」（１

５．９人）、「燃料小売業」（６．３人）の順となっている。 

[小売業]　業種別にみた１事業所当たりの就業者数
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５ 売場面積 

～ 拡大続く売場面積 ～ 

 平成１６年調査における福島県の小売事業所の売場面積(注)は、２６７万５９２４㎡（前回比１．７％）

であり、前回に引き続き増加している。 

    (注) 売場面積は、以下については調査を行っていない。 

        牛乳小売業、自動車小売業、建具小売業、畳小売業、ガソリンスタンド、新聞小売業に属する事業所、 

        訪問販売、通信・カタログ販売等の事業所 

（１）業種別の売場面積 

 ① 業種別にみると、｢飲食料品小売業」（８２万３２１３㎡、構成比３０．８％）が約３割を占め、

次いで「織物・衣服・身の回り品小売業」（３５万２８１５㎡、同１３．２％）、｢家具・じゅう

器・機械器具小売業｣（３１万６４７３㎡、同１１．８％）、「各種商品小売業」（２９万９６２５

㎡、同１１．２％）の順となっている。 

[小売業] 売場面積の業種別構成比(平成１６年) 

30.8 13.2 11.8 11.2 4.1 3.8 21.73.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１６年小売業

飲食料品 織物・衣服・身の回り品

家具・じゅう器・機械器具 各種商品

医薬品・化粧品 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器

書籍・文房具 上記以外の小売業

売場面積
(2,675,924㎡)

[小売業] 業種別売場面積、構成比（平成１４年、１６年）及び前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種 前回比（％）

平成１４年平成１６年 １６年/１４年

小売業計 2,631,817 2,675,924 100.0 100.0 1.7
各種商品小売業 273,179 299,625 10.4 11.2 9.7
織物・衣服・身の回り品小売業 345,709 352,815 13.1 13.2 2.1
飲食料品小売業 843,035 823,213 32.0 30.8 ▲ 2.4
自動車・自転車小売業 68,792 67,147 2.6 2.5 ▲ 2.4
家具・じゅう器・機械器具小売業 307,398 316,473 11.7 11.8 3.0
その他の小売業 793,704 816,651 30.2 30.5 2.9

医薬品・化粧品小売業 118,632 110,243 4.5 4.1 ▲ 7.1
農耕用品小売業 49,848 52,966 1.9 2.0 6.3
燃料小売業 24,206 20,405 0.9 0.8 ▲ 15.7
書籍・文房具小売業 75,329 89,880 2.9 3.4 19.3
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 112,175 102,843 4.3 3.8 ▲ 8.3
写真機・写真材料小売業 5,531 3,271 0.2 0.1 ▲ 40.9
時計・眼鏡・光学機械小売業 25,559 27,459 1.0 1.0 7.4
他に分類されない小売業 382,424 409,584 14.5 15.3 7.1

売　場　面　積　（㎡）

平成１４年 平成１６年
構成比（％）

 

 

  ② 前回比をみると、「書籍・文房具小売業」が大きく増加している反面、「写真機・写真材料小売

業」が店舗数の減少により大きく減少している。 
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（２）１事業所当たりの売場面積 

   １事業所当たりの売場面積は１３８㎡となっており、全国平均とほぼ同水準だった。 

 

  ① 業種別にみると、１事業所当たりの売場面積は、「各種商品小売業」が２８００㎡と圧倒的に

多く、次いで、「書籍・文房具小売業」が１９０㎡、「家具・じゅう器・機械器具小売業」が１８

１㎡、「スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業」が１８３㎡の順となっている。 

  ② 前回比をみると、「各種商品小売業」、「医薬品・化粧品小売業」、「燃料小売業」、「スポーツ用

品・がん具・娯楽用品・楽器小売業」の４業種で減少し、他の業種では増加している。 

 

[小売業]　業種別にみた１事業所当たりの売場面積
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（注）１事業所当たりの売場面積は、売場面積を調査していない牛乳小売業、自動車小売業、建具小売業、畳小売業、ガ

ソリンスタンド、新聞小売業に属する事業所、訪問販売、通信・カタログ販売等の事業所を除いて算出している。 
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Ⅳ 単位当たりの年間商品販売額（販売効率） 

 

１ 卸売業 

（１）１事業所当たりの年間商品販売額 

   卸売業の１事業所当たりの年間商品販売額は４億８８６０万円であり、前回と比べて４．３％減

少した。 

  ① 業種別にみると、「鉱物・金属材料卸売業」８億９８６４万円、「農畜産物・水産物卸売業」８

億６２４７万円、「医薬品・化粧品等卸売業」６億９９６８万円の順となっている。 

 

[卸売業] 業種別にみた１事業所当たりの年間商品販売額（平成１４年、１６年） 
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[卸売業] 業種別にみた１事業所当たり年間商品販売額（平成１４年、１６年）、前回差、 

前回比（平成１６年）及び就業者１人当たり年間商品販売額（平成１６年）

　　業　　　　　種
前回差 前回比（％） （万円）

卸売業計 51,060 48,860 ▲ 2,200 ▲ 4.3 6,086
各種商品卸売業 68,646 64,838 ▲ 3,808 ▲ 5.5 5,697
繊維品卸売業（衣服， 身の回り品を除く） 17,270 14,813 ▲ 2,457 ▲ 14.2 3,890
衣服・身の回り品卸売業 25,271 32,002 6,731 26.6 4,069
農畜産物・水産物卸売業 91,266 86,247 ▲ 5,019 ▲ 5.5 8,891
食料・飲料卸売業 61,391 60,842 ▲ 549 ▲ 0.9 6,638
建築材料卸売業 42,416 32,470 ▲ 9,946 ▲ 23.4 4,928
化学製品卸売業 39,686 40,543 857 2.2 5,767
鉱物・金属材料卸売業 91,805 89,864 ▲ 1,941 ▲ 2.1 10,551
再生資源卸売業 7,759 10,002 2,243 28.9 1,644
一般機械器具卸売業 29,214 27,844 ▲ 1,370 ▲ 4.7 4,015
自動車卸売業 42,000 41,271 ▲ 729 ▲ 1.7 3,814
電気機械器具卸売業 65,321 66,210 889 1.4 7,305
その他の機械器具卸売業 42,969 45,233 2,264 5.3 6,199
家具・建具・じゅう器等卸売業 19,131 19,250 119 0.6 3,435
医薬品・化粧品等卸売業 63,718 69,968 6,250 9.8 6,687
他に分類されない卸売業 40,910 31,870 ▲ 9,040 ▲ 22.1 4,816

就業者１人当たり
の年間商品販売
額

平成１４年 平成１６年

１事業所当たりの年間商品販売額（万円）

 

（注） 就業者１人当たりの年間商品販売額は、派遣・下請出向者数（平成１６年より調査）を除外した就業者数を用いて算出した。 
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  ② 前回比をみると、「建築材料卸売業」が▲２３．４％、「繊維品卸売業」が▲１４．２％と大き

く減少しているほか、「農畜産物・水産物卸売業」が▲５．５％、「各種商品卸売業」が▲５．５％

など、９業種で減少している。 

    一方、「再生資源卸売業」が２８．９％、「衣服・身の回り品卸売業」が２６．６％と前回比２

桁増加となっているほか、７業種で増加している。 

 

（２）就業者１人当たりの年間商品販売額 

   卸売業の就業者１人当たり(注)年間商品販売額は、６０８６万円であった。 

   業種別にみると、「鉱物・金属材料卸売業」が１億５５１万円と最も高く、次いで「農畜産物・

水産物卸売業」（８８９１万円）、「電気機械器具卸売業」（７３０５万円）の順となっている。 

（注） 就業者数は、派遣・下請出向者数（平成１６年より調査）を除外したものを用いている。 

 

 

[卸売業] 業種別にみた就業者１人当たりの年間商品販売額（平成１６年） 
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２ 小売業 

（１）１事業所当たりの年間商品販売額 

   小売業１事業所当たり年間商品販売額は８９４６万円であり、前回と比べて１．８％増加した。 

① 業種別にみると、「各種商品小売業」が１２億９４４２万円と群を抜いて高く、以下、「燃料小

売業」１億５３５９万円、「自動車・自転車小売業」１億５３２０万円の順で、これらの業種で

は１億円を超えている。 

 

[小売業]  業種別にみた１事業所当たりの年間商品販売額（平成１４年、１６年） 
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[小売業] 業種別にみた１事業所当たり年間商品販売額（平成１４年、１６年）、前回差、 

前回比（平成１６年）及び就業者１人当たり年間商品販売額（平成１６年） 

　　業　　　　　種
前回差 前回比

（％） （万円）
小　　売　　業　　計 8,789 8,946 157 1.8 1,527

各種商品小売業 147,670 129,442 ▲ 18,228 ▲ 12.3 1,993
織物・衣服・身の回り品小売業 4,769 4,681 ▲ 88 ▲ 1.8 1,263
飲食料品小売業 8,062 8,290 228 2.8 1,340
自動車・自転車小売業 15,873 15,320 ▲ 553 ▲ 3.5 2,560
家具・じゅう器・機械器具小売業 6,568 6,637 69 1.0 1,719
その他の小売業 8,619 8,844 225 2.6 1,474

医薬品・化粧品小売業 8,364 7,657 ▲ 707 ▲ 8.5 1,616
農耕用品小売業 9,476 9,555 79 0.8 2,217
燃料小売業 14,993 15,359 366 2.4 2,459
書籍・文房具小売業 7,879 8,829 950 12.1 556
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 7,362 7,645 283 3.8 1,652
写真機・写真材料小売業 2,849 2,731 ▲ 118 ▲ 4.1 774
時計・眼鏡・光学機械小売業 3,719 3,036 ▲ 683 ▲ 18.4 966
他に分類されない小売業 5,824 6,238 414 7.1 1,357

１事業所当たりの年間商品販売額（万円） 就業者１人
当たりの年間
商品販売額平成１４年 平成１６年

 

（注） 就業者１人当たりの年間商品販売額は、派遣・下請出向者数（平成１６年より調査）を除外した就業者数を用いて算出した。 
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  ② 前回比をみると、「書籍・文房具小売業」が１２．１％、「スポーツ用品・がん具・娯楽用品・

楽器小売業」が３．８％、「飲食料品小売業」が２．８％など、７業種で増加している。 

    一方、「時計・眼鏡・光学機械小売業」が▲１８．４％、「各種商品小売業」が▲１２．３％、

「医薬品・化粧品小売業」が▲８．５％など、６業種で減少している。 

 

（２）就業者１人当たりの年間商品販売額 

   小売業の就業者１人当たり(注)年間商品販売額は、１５２７万円であった。 

   業種別にみると、「自動車・自転車小売業」が２５６０万円と最も高く、次いで、「燃料小売業」

２４５９万円、「各種商品小売業」１９９３万円の順となっている。 

（注） 就業者数は、派遣・下請出向者数（平成１６年より調査）を除外したものを用いている。 
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↓

 

 

（３）売場面積１㎡当たりの年間商品販売額 

   売場面積１㎡当たりの年間商品販売額は、５７万円であり、前回と比べて３．４％減少した。 

  ① 業種別にみると、１㎡当たりの年間商品販売額が最も高いのは「燃料小売業」１１８万円、次

いで、「医薬品・化粧品小売業」９４万円、「飲食料品小売業」８４万円、「農耕用品小売業」８

０万円の順となっている。 

  ② 前回比をみると、「農耕用品小売業」が▲２１．６％、「時計・眼鏡・光学機械小売業」が２１．

１％、「写真機・写真材料小売業」が▲１８．５％など、１０業種で減少している。一方、「燃料

小売業」が１４．６％、「スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業」が５．０％、「飲食料

品小売業」が２．４％と、３業種で増加している。 
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[小売業]  業種別にみた１㎡当たりの年間商品販売額（平成１４年、１６年） 
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↓

 

(注) 売場面積１㎡当たりの年間商品販売額は、売場面積を調査していない牛乳小売業、自動車小売業、建具小売業、畳小売業、ガソ

リンスタンド、新聞小売業に属する事業所、訪問販売、通信・カタログ販売等の事業所を除いて算出している。 

 

 [小売業] 業種別にみた１㎡当たり年間商品販売額（平成１４年、１６年）、前回差、 

前回比（平成１６年） 

　　業　　　　　種
前回差 前回比

（％）
小　　売　　業　　計 59 57 ▲ 2 ▲ 3.4

各種商品小売業 51 46 ▲ 5 ▲ 9.8
織物・衣服・身の回り品小売業 40 36 ▲ 4 ▲ 10.0
飲食料品小売業 82 84 2 2.4
自動車・自転車小売業 44 42 ▲ 2 ▲ 4.5
家具・じゅう器・機械器具小売業 47 44 ▲ 3 ▲ 6.4
その他の小売業 53 49 ▲ 4 ▲ 7.5

医薬品・化粧品小売業 95 94 ▲ 1 ▲ 1.1
農耕用品小売業 102 80 ▲ 22 ▲ 21.6
燃料小売業 103 118 15 14.6
書籍・文房具小売業 47 45 ▲ 2 ▲ 4.3
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 40 42 2 5.0
写真機・写真材料小売業 54 44 ▲ 10 ▲ 18.5
時計・眼鏡・光学機械小売業 57 45 ▲ 12 ▲ 21.1
他に分類されない小売業 35 33 ▲ 2 ▲ 5.7

１㎡当たりの年間商品販売額（万円）

平成１４年 平成１６年
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Ⅴ 地区別 

 

１ 卸売業 

 

（１）事業所数 

  ① 地区別にみると、「県中地区」が１８３８事業所（構成比３４．０％）と最も多く、次いで「県

北地区」が１２１４事業所（同２２．５％）、「会津地区」が８２１事業所（同１５．２％）、「い

わき地区」が７８８事業所（同１４．６％）、「相双地区」が４１６事業所（同７．７％）、「県南

地区」が２９２事業所(同５．４％)、「南会津地区」が３８事業所（同０．７％）の順となって

いる。 

② 前回比をみると、「南会津地区」で▲２２．４％と大きく減少しているほか、「県中地区」が 

▲４．２％、「相双地区」が▲１．４％、「いわき地区」が▲１．３％と減少し、「県北地区」が

８．２％、「会津地区」が３．１％、「県南地区」が１．７％と増加している。 

[卸売業]　地区別事業所数
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（２）年間商品販売額 

  ① 地区別にみると、「県中地区」が 1 兆１１３０億５１１０万円（構成比４２．１％）と最も多

く、次いで「県北地区」が６８４７億９４０２万円（同２５．９％）、「いわき地区」が４４５８

億８６１７万円（同１６．９％）、「会津地区」が２１２６億５７０２万円（同８．０％）、「相双

地区」が１０６３億２１５７万円（同４.０％）、「県南地区」が７３７億２３４４万円(同２．８％)、

「南会津地区」が５４億２５３９万円（同０．２％）の順となっている。 

  ② 前回比をみると、「県北地区」で２５．５％と増加しているほかは、「南会津地区」が▲２７．

５％、「相双地区」が▲１８．８％、「会津地区」が▲１５．８％と比較的高い減少率をみせるな

ど各地区で減少している。 

[卸売業]　地区別年間商品販売額
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（３）従業者数 

  ① 地区別にみると、「県中地区」が１万６２３２人（構成比３８．６％）と最も多く、次いで「県

北地区」が１万２１９人（同２４．３％）、「いわき地区」が５９８３人（同１４．２％）、「会津

地区」が５１５３人（同１２．３％）、「相双地区」が２７３２人（同６．５％）、「県南地区」が

１５８１人(同３．８％)、「南会津地区」が１３３人（同０．３％）の順となっている。 

  ② 前回比をみると、「県北地区」で３．６％と増加しているほかは、「南会津地区」が▲２９．３％、

「県南地区」が▲１３．８％と比較的高い減少率をみせるなど各地区で減少している。 

 

[卸売業]　地区別従業者数
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（４）就業者数  

  ① 地区別にみると、「県中地区」が１万６９６５人（構成比３８．７％）と最も多く、次いで「県

北地区」が１万６１９人（同２４．２％）、「いわき地区」が６２１１人（同１４．２％）、「会津

地区」が５３０８人（同１２．１％）、「相双地区」が２８９１人（同６．６％）、「県南地区」が

１６６８人(同３．８％)、「南会津地区」が１４０人（同０．３％）の順となっている。 

  ② 前回比をみると、「県北地区」で３．６％と増加しているほかは、「南会津地区」が▲２７．５％、

「会津地区」が▲２１．６％、「県南地区」が▲１０．６％と比較的高い減少率をみせるなど各

地区で減少している。 

  (注)  ここでいう就業者数には、前回調査と比較するため、派遣・下請出向者を含む。 

 

[卸売業]　地区別就業者数

2946

6772 6673

193

1866

17524

10252

140

6211

2891

5308

1668

16965

10619

0

5000

10000

15000

20000

県

北

県

中

県

南

会

津

南

会

津

相

双
い
わ

き

平成１４年

平成１６年

(人） [卸売業]　地区別前回比

▲ 3.2 ▲ 1.9
▲ 6.9

▲ 10.6

▲ 21.6

3.6

▲ 27.5▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

県

北

県

中

県

南

会

津

南

会

津

相

双
い
わ

き

（％）

 

 

 

－57－ 



２ 小売業 

 

（１）事業所数 

  ① 地区別にみると、「県中地区」が５８１９事業所（構成比２５．０％）と最も多く、次いで「県

北地区」が５２７８事業所（同２２．７％）、「会津地区」が３７９８事業所（同１６．３％）、「い

わき地区」が３６１３事業所（同１５．５％）、「相双地区」が２４２５事業所（同１０．４％）、

「県南地区」が１７１２事業所(同７．４％)、「南会津地区」が５９２事業所（同２．５％）の

順となっている。 

  ② 前回比をみると、「県南地区」が▲９．８％、「いわき地区」が▲６．９％と比較的高い減少率

をみせるなど、全地区で減少している。 

 

[小売業]　地区別事業所数
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（２）年間商品販売額 

  ① 地区別にみると、「県中地区」が５８５２億２１８８万円（構成比２８．２％）と最も多く、

次いで「県北地区」が４９７９億６２６０万円（同２４．０％）、「いわき地区」が３６９４億 

５３０７万円（同１７．８％）、「会津地区」が２６９０億３２０２万円（同１２．９％）、「相双

地区」が１８５８億２４６２万円(同８.９％）、「県南地区」が１４４１億８０２０万円(同６．

９％)、「南会津地区」が２７１億１８７万円（同１．３％）の順となっている。 

  ② 前回比をみると、「会津地区」が▲４．９％、「南会津地区」が▲４．７％と比較的高い減少率

をみせるなど、全地区で減少している。 

 

[小売業]　地区別年間商品販売額
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（３）従業者数 

  ① 地区別にみると、「県中地区」が３万５４３２人（構成比２７．３％）と最も多く、次いで「県

北地区」が３万１６１８人（同２４．４％）、「いわき地区」が２万１１８２人（同１６．４％）、

「会津地区」が１万７６８８人（同１３．７％）、「相双地区」が１万２３２９人（同９．５％）、

「県南地区」が９１２８人(同７．０％)、「南会津地区」が２１７６人（同１．７％）の順とな

っている。 

  ② 前回比をみると、「南会津地区」が▲７．９％、「いわき地区」が▲７．３％、「県南地区」が

▲７．２％と比較的高い減少率をみせるなど、全地区で減少している。 

 

[小売業]　地区別従業者数
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（４）就業者数  

  ① 地区別にみると、「県中地区」が３万７７３９人（構成比２７．７％）と最も多く、次いで「県

北地区」が３万３４９６人（同２４．６％）、「いわき地区」が２万１８４３人（同１６．０％）、

「会津地区」が１万８５４６人（同１３．６％）、「相双地区」が１万２８８２人（同９．４％）、

「県南地区」が９４８２人(同７．０％)、「南会津地区」が２３３８人（同１．７％）の順とな

っている。 

  ② 前回比をみると、「県中地区」が０．６％と増加しているほかは、「いわき地区」が▲６．２％、

「県南地区」が▲６．０％と比較的高い減少率をみせるなど各地区で減少している。 

  (注)  ここでいう就業者数には、前回調査と比較するため、派遣・下請出向者を含む。 

 

[小売業]　地区別就業者数
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（５）売場面積 

  ① 地区別にみると、「県中地区」が７８万６５９６㎡（構成比２９．４％）と最も多く、次いで

「県北地区」が６０万９４６５㎡（同２２．８％）、「いわき地区」が４２万８７９㎡（同１５．

７％）、「会津地区」が３６万４３９０㎡（同１３．６％）、「相双地区」が２４万２６９２㎡（同

９．１％）、「県南地区」が２１万３７１２㎡(同８．０％)、「南会津地区」が３万８１９０㎡（同

１．４％）の順となっている。 

  ② 前回比をみると、「県中地区」で５．６％、「県北地区」で４．５％と増加しているほかは、「南

会津地区」が▲１０．１％と比較的高い減少率をみせるなど、５地区で減少している。 

 

[小売業]　地区別売場面積
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Ⅵ 業態別にみた小売業 

～ 事業所数が増加するホームセンター ～ 

 
１ 事業所数 

  ① 事業所数は、「専門店・中心店」が２万４４６事業所（構成比８８．０％）と９割近くを占め、

以下、「その他のスーパー」１０３１事業所（同４．４％）、「コンビニエンスストア」７８７事

業所（同３．４％）、「専門スーパー」７７２事業所（同３．３％）の順となっている。 
 

[小売業] 業態別事業所数の構成比（平成１４年、１６年） 

11.7%

88.0%

88.3%

12.0%
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事業所数の
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総合スーパー

↑
専門スーパー
（うち、ホームセンター
0.6%）

↓（うち、ホームセンター0.5%）

コンビニエンスストア

　　↑
ドラッグストア

その他の
スーパー

その他の
小売店

 

   
② 前回比をみると、「ドラッグストア」が▲２７.６％、「その他のスーパー」が▲５．４％、「専

門店・中心店」が▲５．１％と減少している。一方、「その他の小売店」が２３．９％、「専門ス

ーパー」が２．３％、「コンビニエンスストア」が同０．４％と増加している。なお、業態を細

分化して前回比をみると、「（その他の小売店の）うち各種商品取扱店」が３２．６％、「（住関連

スーパーの）うちホームセンター」が９．７％と増加しており、「衣料品スーパー」が▲９．２％

と減少している。 
[小売業] 業態別事業所数の前回比（平成１６年） 
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（％） ＜専門スーパーの内訳＞

 



２ 年間商品販売額 

  ① 年間商品販売額は、「専門店・中心店」が１兆２０６１億円（構成比５８．０％）と最も多く、

以下、｢専門スーパー｣が４７２７億円（同２２.７％）、「コンビニエンスストア」が１２８０億円

（同６．２％）、「その他のスーパー」が１２１４億円（同５．８％）の順となっている。 
 

[小売業] 業態別年間商品販売額の構成比（平成１４年、１６年） 

58.0%

40.2%
59.8%

42.0%
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の業態別構成比
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  ② 前回比をみると、「ドラッグストア」が▲５５.９％と大きく減少しているほか、「百貨店」が 
▲９.４％、「専門店・中心店」が▲６．１％、「コンビニエンスストア」が▲１．７％と減少して

いる。一方、「その他の小売店」が２４．５％、「その他のスーパー」が１５．２％、「専門スー

パー」が４．５％、「総合スーパー」が０．６％と増加している。なお、業態を細分化して前回

比をみると、「（その他のスーパーの）うち各種商品取扱店」が３３．９％、「食料品スーパー」

が８．０％と増加しており、「食料品専門店・中心店」が▲１６．０％、「衣料品スーパー」が 
▲７．２％と減少した。 

 

[小売業] 業態別年間商品販売額の前回比（平成１６年） 
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（％） ＜専門スーパーの内訳＞
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３ 従業者数 

① 従業者数は、「専門店・中心店」が 8 万４４３９人（構成比６５．２％）と最も多く、以下、｢専

門スーパー｣2 万１３９６人（同１６.５％）、「コンビニエンスストア」９５７５人（同７.４％）、

「その他のスーパー」８０６１人（同６．２％）の順となっている。 
 

[小売業] 業態別従業者数の構成比（平成１４年、１６年） 

65.2%

33.6%
66.4%
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  ② 前回比をみると、「ドラッグストア」が▲３５.６％、「百貨店」が▲２３．０％、「専門店・中

心店」が▲５．８％、「総合スーパー」が▲３．７％、「コンビニエンスストア」が▲２．８％と

減少している。一方、「その他の小売店」が２３．７％、「その他のスーパー」が８．７％、「専

門スーパー」が０．９％と増加している。なお、業態を細分化して前回比をみると、「（その他の

小売店の）うち各種商品取扱店」が２９．０％、「（住関連スーパーの）うちホームセンター」が

１７．６％と増加しており、「衣料品スーパー」が▲１３．９％、「食料品専門店・中心店」が 
▲９．６％と減少している。 

 

[小売業] 業態別従業者数の前回比（平成１６年） 

▲ 23.0

▲ 3.7

0.9

▲ 2.8

8.7

▲ 5.8

23.7

▲ 13.9

▲ 0.7

10.9

▲ 35.6

17.6

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

百
貨
店

総
合

ス
ー

パ
ー

専
門

ス
ー

パ
ー

コ
ン
ビ

ニ

エ
ン
ス
ス
ト

ア

ド
ラ

ッ
グ

ス
ト
ア

そ

の
他

の

ス
ー

パ
ー

専
門
店

・
中
心
店

そ

の
他

の
小
売
店

衣
料
品

ス
ー

パ
ー

食
料
品

ス
ー

パ
ー

住
関
連

ス
ー

パ
ー

う
ち

、
ホ
ー

ム
セ

ン
タ
ー

（％） ＜専門スーパーの内訳＞
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４ 就業者数 

① 就業者数（派遣・下請出向者を含む。以下同じ。）は、「専門店・中心店」が 8 万８４５５人（構

成比６４．９％）と最も多く、以下、｢専門スーパー｣2 万１８９９人（同１６.１％）、「コンビニ

エンスストア」1 万１３２人（同７.４％）、「その他のスーパー」８２９６人（同６．１％）の順

となっている。 
[小売業] 業態別就業者数の構成比（平成１４年、１６年） 

64.9%

33.8%
66.2%

35.1%
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② 前回比をみると、「ドラッグストア」が▲３２.９％、「総合スーパー」が▲６．２％、「専門店・

中心店」が▲４．３％と減少している。一方、「その他の小売店」が２８．１％、「その他のスー

パー」が９．２％、「専門スーパー」が２．２％、「百貨店」が０．９％、「コンビニエンススト

ア」が０．３％と増加している。なお、業態を細分化して前回比をみると、「（その他の小売店の）

うち各種商品取扱店」が３３．５％、「住関連スーパー」が１３．７％、「うちホームセンター」

が２１．２％と増加しており、「衣料品スーパー」が▲１３．１％、「食料品専門店・中心店」が

▲７．９％と減少している。 
 

[小売業] 業態別就業者数の前回比（平成１６年） 
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（％） ＜専門スーパーの内訳＞
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③ 就業者数の内訳を業態別にみると、「正社員・正職員」の割合は、「コンビニエンスストア」が

1 割未満と低く、「専門店・中心店」、「その他の小売店」、「ドラッグストア」では３割台を占めて

いる。「パート・アルバイト等」の割合は、「総合スーパー」では８割台、「専門スーパー」、「コ

ンビニエンスストア」では７割台と高く、「出向・派遣受入者」の割合は、「百貨店」が６割を占

めている。 
 

①正社員・正職員                     ＜専門スーパーの内訳＞ 
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５ 売場面積 

  ① 売場面積は、「専門店・中心店」１１９万９９６９㎡（構成比４４．８％）、「専門スーパー」

８７万４１７４㎡（同３２．７％）、「総合スーパー」２０万３０８７㎡（同７．６％）の順とな

っている。 
    前回比をみると、「ドラッグストア」が▲３７．１％、「専門店・中心店」が▲３．９％と減少

しているが、他の業態では増加している。 
  ② １事業所当たりの売場面積（注）は、「百貨店」２万６１０６㎡、「総合スーパー」１万１２８３

㎡、「専門スーパー」１１３２㎡の順となっている。 
    前回比をみると、「ドラッグストア」が▲１３．１％と減少しているほかは、増加している。 
 

[小売業] 業態別売場面積、構成比(平成１４年、１６年)、前回比(平成１６年)及び 

         １事業所当たりの売場面積（平成１４年、１６年)、前回比(平成１６年) 

平成14年 平成16年 前回比(%) 平成14年 平成16年 前回比(%)
（㎡） （㎡） 平成14年 平成16年 16年/14年 （㎡） （㎡） 16年/14年

小売業計 2,631,817 2,675,924 100.0 100.0 1.7 129 138 6.5
百貨店 74,964 78,318 2.8 2.9 4.5 24,988 26,106 4.5
総合スーパー 182,251 203,087 6.9 7.6 11.4 10,125 11,283 11.4
専門スーパー 843,608 874,174 32.1 32.7 3.6 1,117 1,132 1.3

うちホームセンター 269,261 298,956 10.2 11.2 11.0 2,009 2,034 1.2
コンビニエンスストア 89,530 91,089 3.4 3.4 1.7 114 116 1.4
ドラッグストア 52,138 32,779 2.0 1.2 ▲ 37.1 307 266 ▲ 13.1
その他のスーパー 136,881 190,396 5.2 7.1 39.1 126 185 47.1
専門店・中心店 1,248,333 1,199,969 47.4 44.8 ▲ 3.9 71 72 1.1
その他の小売店 4,112 6,112 0.2 0.2 48.6 89 107 20.0

構成比(%)
１事業所当たりの売場面積売　　場　　面　　積

業　　　　　　態

 
  (注) １事業所当たりの売場面積は、面積を調査していない事業所を除いて算出している。 
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６ 単位当たりの年間商品販売額（販売効率） 

 

（１）１事業所当たりの年間商品販売額 

１事業所当たりの年間商品販売額は、「百貨店」が１２５億５０５５万円と最も高く、次いで「総

合スーパー」５２億１０６３万円、「専門スーパー」６億１２２８万円の順となっている。 
前回比をみると、「ドラッグストア」が▲３９．１％と大幅に減少しているのをはじめとして、「百

貨店」が▲９．４％、「ホームセンター」が▲９．１％など、５業態で減少した。一方、「その他

スーパー」が２１．８％と 2 桁増加したほかは、２業態で微増にとどまった。 
 

[小売業] 業態別にみた１事業所当たり年間商品販売額（平成１４年、１６年） 

13848.1

5178.2
5210.6

12550.6

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

百
貨
店

総
合

ス
ー

パ
ー

（百万円）

599.0

96.6
52.9

195.1

382.3

966.8

59.6

166.0

530.2

405.7

216.1

481.9

975.0

199.5

53.1
59.0

117.7131.6162.7

612.3

0

200

400

600

800

1000

1200

専
門

ス
ー

パ
ー

コ
ン
ビ

ニ

エ
ン
ス
ス
ト
ア

ド
ラ

ッ
グ

ス
ト
ア

そ

の
他

の
ス
ー

パ
ー

専
門
店

・
中
心
店

そ

の
他

の
小
売
店

衣
料
品

ス
ー

パ
ー

食
料
品

ス
ー

パ
ー

住
関
連

ス
ー

パ
ー

う
ち

、
ホ
ー

ム
セ

ン
タ
ー

平成１４年
平成１６年

（百万円） ＜専門スーパーの内訳＞

平成16年
小売業平均
（89百万円）

 
 
（２）就業者１人当たりの年間商品販売額 

就業者１人当たりの年間商品販売額は、「総合スーパー」２１９３万円、「専門スーパー」２１

６０万円、「ホームセンター」１９８０万円、「ドラッグストア」１８７１万円、「百貨店」１７

２４万円の順となっている。 
（注）就業者数は、派遣・下請出向者数（平成１６年より調査）を除外したものを用いている。 

就業者1人当たりの
平成14年 平成１６年 年間商品販売額
（万円） （万円） 前回比（％） （万円）

小売業計 8,789 8,946 1.8 1,527
百貨店 1,384,806 1,255,055 ▲ 9.4 1,724
総合スーパー 517,817 521,063 0.6 2,193
専門スーパー 59,898 61,228 2.2 2,160

うちホームセンター 53,019 48,189 ▲ 9.1 1,980
コンビニエンスストア 16,602 16,266 ▲ 2.0 1,264
ドラッグストア 21,611 13,160 ▲ 39.1 1,871
その他のスーパー 9,661 11,770 21.8 1,465
専門店・中心店 5,959 5,899 ▲ 1.0 1,366
その他の小売店 5,290 5,314 0.5 1,383

業　　　　　　態
１事業所当たりの年間商品販売額

［小売業］　業態別の単位当たり年間商品販売額

 

 
－77－ 


	07H16商業統計確報1.pdf
	09H16商業統計確報2.pdf

